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Ⅰ 検討の背景と目的 

レアメタルは、自動車、ＩＴ製品といった我が国の主要製造業において、環境性

能の向上や省電力化、小型・軽量化、耐久性向上等の機能を実現するために不可欠

な素材であり、我が国の産業競争力の要である。 

他方、レアメタルは一般的に希尐性や偏在性が高く、その供給は相手国の輸出政

策や政情、生産施設の状況等のほか、投資家の思惑などにも影響を受けるため、供

給リスクや価格が乱高下するリスクを常に抱えている。特にレアアースについては、

世界供給の約９７％を占める中国がレアアース輸出枠の大幅削減を実施するなど、

輸出数量管理を強化する動きが顕在化している。加えて、近年、新興国の経済成長

を背景として多くのレアメタル価格は高騰しており、レアメタル等の資源確保の重

要性が急速に高まっている。 

政府としては、平成２１年に策定した「レアメタル確保戦略」において、レアメ

タル確保に向けた４本柱として、「海外資源確保」、「代替材料の開発」、「備蓄」に

加えて「リサイクル」による国内資源循環を位置付けている。 

しかしながら、レアメタルのリサイクルの現状を見ると、経済的なリサイクル技

術が開発途上であること、レアメタルを多く含む使用済製品の排出が本格化する時

期はもう尐し先であること等の課題が存在し、現時点では取組は進んでいない。他

方、次世代自動車や高機能家電等の需要の増加により、今後、レアメタルを含む使

用済製品の排出量は大幅に増加することが見込まれる。これを見据え、今の段階か

ら上記課題への対応策を講じることにより、リサイクルによる資源確保を着実に進

めていくことが必要である。 

このため、昨年１１月より、産業構造審議会 環境部会 廃棄物・リサイクル小委

員会と、中央環境審議会 廃棄物・リサイクル部会 小型電気電子機器リサイクル制

度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 使用済製品中の有用

金属の再生利用に関するワーキンググループとの合同会合（以下「合同会合」とい

う。）を開催し、レアメタルを含む主要製品全般（自動車、大型家電、超硬工具、

パソコン、二次電池等）を横断的に対象として、レアメタルのリサイクルに係る課

題と対応策の検討を行ってきた。本中間取りまとめにおいては、近い将来にレアメ

タルを含む使用済製品の排出が本格化することを見据え、リサイクルを通じたレア

メタル確保を着実に進めるために我が国が取り組むべき対応策を提示する。 
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レアメタル確保戦略における４つの柱 

＜①海外資源確保＞

○重要なレアメタルを保有す
る資源国と人材育成、イン
フラ整備、産業振興等を通
じた関係強化

○ＪＯＧＭＥＣ、ＪＢＩＣ、ＮＥＸＩ、
ＪＩＣＡの連携によるリスクマ
ネー供給

○我が国周辺海域の海底熱
水鉱床等への計画的な取
組

＜②リサイクル＞

○重要なレアメタルのリサイ
クル技術の開発

○リサイクルシステムの構築
や既存システムを活用した
使用済製品の回収促進

○リサイクルしやすい環境配
慮設計の導入促進

＜③代替材料の開発＞

○重要なレアメタルの代替材
料開発等の取組

○ナノテク等我が国最先端技
術の結集による取組強化

○産業連携体制、研究開発拠
点の整備

＜④備蓄＞

○重要なレアメタルのうち、備
蓄の必要があるものを着
実に推進

○機動的な備蓄の積み増し
や放出

レアメタル確保に向けた４つの柱

 

  （出典：総合資源エネルギー調査会鉱業分科会 レアメタル確保戦略（H21.7）より） 

 

レアメタルの主な用途例 

（出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１５回）資料より） 
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Ⅱ レアメタルのリサイクルを取り巻く状況 

１．リサイクルを重点的に行うべき鉱種 

レアメタルは、鉱業審議会において「地球上の存在量が稀であるか、技術的・

経済的な理由で抽出困難な金属」のうち、工業需要が現に存在する（今後見込ま

れる）ため、安定供給の確保が政策的に重要であるものと定義されており、現在

３１鉱種1が対象となっている。ただし、各鉱種において供給安定性や用途などに

違いがあることから、リサイクルを検討するにあたってはレアメタル全鉱種を対

象とするのではなく、今後の需要や供給リスク及び使用済製品の回収量確保が見

込まれる等の鉱種を絞り込んで検討することが効果的である。 

このため、平成２０～２２年度に経済産業省及び環境省が開催した「使用済小

型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会」では、小型家電に

限らず幅広い使用済み製品を対象として、供給リスクを定量的に、需要見通し等

を評価しつつ、リサイクルの技術の確立が不十分等のため今後リサイクルの検討

を優先する鉱種をリサイクル検討優先鉱種として１４鉱種選定している。 

本合同会合では、これらリサイクル検討優先鉱種１４鉱種から更に、工程内リ

サイクルで既に相当程度の回収が進んでいる鉱種（インジウム、ガリウム）、現時

点でリサイクル技術の目処が立っていない鉱種（リチウム、ランタン、サマリウ

ム）等を除いた５鉱種（ネオジム、ジスプロシウム、コバルト、タンタル、タン

グステン）を、リサイクルを重点的に検討すべき鉱種として選定した。 

 この項では、これら５鉱種の需給動向や自給率、排出の見通し等の詳細につい

て見ていくこととする。 

図表 リサイクルを重点的に行うべき鉱種として具体の検討 
鉱種 用途 技術開発段階 当面の方向性

（国内需要に占めるシェア） （効率的な回収技術） （抽出技術）

タングステン 超硬工具
希尐金属等高効率回収システム開発（平成１９～２３年度）が終了し実用化を目指す
（住友電工）

研究開発を進めつつ、リサイクルについても早急
に検討。

コバルト
リチウムイオン
２次電池

次世代自動車用
バッテリー

リチウムイオン電池からのレアメタルリサ
イクル技術開発事業（～本年５月）の実用
化検討（ＪＸ日鉱）

リチウムイオン電池からのレアメタルリサ
イクル技術開発（平成２３年度）（ＪＸ日
鉱） 研究開発を進めつつ、リサイクルについても早急

に検討。
その他小電等の
２次電池

早急に技術開発が必要

リチウム リチウムイオン
電池材料、耐熱
材料等々

次世代自動車用
バッテリー

リチウムイオン電池からのレアメタルリサ
イクル技術開発事業（～本年５月）の実用
化検討（ＪＸ日鉱）

リチウムイオン電池からのレアメタルリサ
イクル技術開発（平成２３年度）（ＪＸ日
鉱）

今後、自動車リサイクルのあり方について要検討。

その他小電等の
２次電池

経済的に見合わないため進んでいない
研究開発を進めるが、リサイクルについては、国
内の利用量が拡大した段階で検討。

インジウム 透明電極用ＩＴＯターゲット 中型液晶パネルの処理に課題あり 既存の非鉄製錬で回収可能
工程内リサイクルで十分回収できているため、当
面検討は不要。

ガリウム
半導体、コンピューター、小型家
電のチップ等の素子

既存の非鉄製錬で回収可能
工程内リサイクルで十分回収できているため、当
面検討は不要。

タンタル タンタルコンデンサー 早急に技術開発が必要
研究開発を進めつつ、リサイクルについても早急
に検討。

レアアース

セリウム
（５０％）

ガラス研磨材 希土類金属等回収技術研究開発（平成２０～２４年度） （三井金属） 製造現場からの収集は容易で、かつ、利用者が限
られていることから、検討する必要はない。

ネオジム
（２２％）

Ｎｄ-Ｆｅ-Ｂ磁
石

２２年度補正「廃電気電子機器に含まれる
レアアース磁石のリサイクル」（～２３年
度末）（ＤＯＷＡ）

２２年度補正「廃電気電子機器に含まれる
レアアース磁石のリサイクル」（～２３年
度末）（ＤＯＷＡ）

研究開発を進めつつ、リサイクルについても早急
に検討。

ランタン
（１０％）

光学レンズ、触
媒等

経済的に見合わないため進んでいない
現状では無理だが、今後の需要動向によっては検
討する必要あり。

イットリウム
（５％）

蛍光体、光学ガ
ラス等

希土類金属等回収技術研究開発（平成２０～２３年度）が終了し実用化の検討開始
（三井金属）

技術についてはめどが立っており、地方自治体独
自に回収実証事業が実施されており、将来は検討
する必要あり。

ジスプロシウム
Ｎｄ-Ｆｅ-Ｂ磁
石

「廃電気電子機器中のレアメタル含有部位
等の高度選別」（～平成２３年度末）（Ｄ
ＯＷＡ）

「廃電気電子機器に含まれるレアアース磁
石のリサイクル」（～２３年度末）（ＤＯ
ＷＡ）

研究開発を進めつつ、リサイクルについても早急
に検討。

サマリウム ＳｍＣｏ磁石 経済的に見合わないため進んでいない 今後の需要動向によっては検討する必要あり。

ユウロピウム
蛍光体、光学ガ
ラス等

希土類金属等回収技術研究開発（平成２０～２３年度）が終了し実用化の検討開始
（三井金属）

技術についてはめどが立っており、地方自治体独
自に回収実証事業が実施されており、将来は検討
する必要あり。

テルビウム
Ｎｄ-Ｆｅ-Ｂ磁
石、光磁気ディ
スク

希土類金属等回収技術研究開発（平成２０～２３年度）が終了し実用化の検討開始
（三井金属）

技術についてはめどが立っており、地方自治体独
自に回収実証事業が実施されており、将来は検討
する必要あり。  

（出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１５回）資料より） 

                                                   
1 レアアース１７元素を 1鉱種として数える。 



6 

 

（１）ネオジム、ジスプロシウム 

①需給動向 

ⅰ）供給の現状 

ネオジム、ジスプロシウムを含むレアアース全体の２０１０年時点にお

ける世界の国別鉱石生産量をみると、９割強を中国が占めており、我が国

の輸入相手国においても中国が大きなシェアを占めている。 

また、資源価格については、２０１１年７月をピークに下落しつつある

ものの、レアメタル価格が高騰する以前の２００９年４月を基準価格とし

てみた場合、依然として高い水準となっている。 

図表 1.1 ネオジム、ジスプロシウムの供給状況 

国別鉱石生産量（２０１０年）

国名
生産量
（トン）

割合

１位 中国 130,000 97.3%

２位 インド 2,700 2.0%

３位 ブラジル 550 0.4%

上位３カ国計 133,250 99.7%

輸入相手国（２０１０年）

国名
輸入量
（トン）

割合

１位 中国 19,721 82.1%

２位 ベトナム 595 2.5%

３位 韓国 388 1.6%

上位３カ国計 20,704 86.2%

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル
2011（参考値）。数値は希土類全体の酸化物量。

出典：レアメタルニュース
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※基準価格：2009年4月＝100

資源価格の推移

 

 

ⅱ）中国の輸出数量管理の状況 

 供給において大きなシェアを占めている中国ではレアアースの輸出数量

管理を強化しており、我が国の供給においてリスクが存在している。 

実際、２０１０年７月には２０１０年下期レアアース輸出可能枠を前年

同期比で７２％減の８千トンと公表。通年期で見ても約４０％減となる大

幅な削減がなされている。 

さらに２０１１年通期では、前年とほぼ同量となっているが、これまで

管理対象外であった鉄合金が新たに加わったことから、実質的には２割程

度の削減となっている。 

図表 1.2 中国におけるレアアース輸出枠 
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ⅲ）自給率2 

 ２０１０年時点での我が国におけるレアアース全体としての自給率は、

鉱山開発及びリサイクルともに０％であり、供給のほぼ全量を輸入に頼っ

ているのが現状である。           

図表 1.3 ネオジム、ジスプロシウムの自給率 

鉱山 ０％

リサイクル ０％

計 ０％

 

 

ⅳ）動脈側のマテリアルフロー 

 ネオジム・ジスプロシウムは、主として強力な永久磁石であるレアアー

ス磁石の原材料として用いられており、応用製品としてハードディスク、

エアコン等の家電製品や産業機械のモーター、次世代自動車（HV、PHV、

EV）に搭載され出荷されている。  

図表 1.4 ネオジム、ジスプロシウムのマテリアルフロー 

0～300ｔ（酸化ネオジム）

0～950ｔ（酸化ネオジム）

レアアース磁石

ハードディスク（２９％）

モーター（２５％）
（家電・産業機械等）

自動車（２３％）

その他（２３％）

輸出入 中間製品 応用製品

400ｔ

2,500～2,800ｔ

9,000～10,000ｔ
国内生産：9,000t
輸入：0～1,000t

金属ジスプロシウム

磁石合金

金属ジジム（ネオジ
ム・プラセオジム）

工程くず

単位：マテリアル量ｔ
：原料・製品のフロー
：スクラップのフローデータ出所）工業レアメタル2011、JOGMEC資料

酸化物ネオジム
排ガス浄化触媒・ブタジ
エン重合開始触媒など

180～650ｔ（酸化ネオジム）

セラミックコンデンサー

国内
消費

Nd・Dy含有製品

Nd・Dy含有製品

 

なお、ネオジム磁石の製造において、投入されるネオジム・ジスプロシ

ウムを含有する原材料のうち３５%程度が研磨スラッジや切削くずとなる。

これら工程くずは、ほぼ全量が原料合金メーカーに戻された後、品位の高

いものは、ネオジム磁石合金の製造段階へ原材料としてリサイクルされ、

その他のものについては、ネオジム、ジスプロシウムの製造工程へ戻して

リサイクルされている。 

 

ⅴ）国内需要見通し 

 国内需要量は、今後も次世代自動車や高性能家電等のネオジム磁石搭載
                                                   
2 海外自山鉱比率（権益ベース）とリサイクル比率の合計値であり、既存の統計資料や企業アンケー

ト等から推計した値（参考）。分母は内需と輸出の合計値。 
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製品の需要増加により、ネオジム、ジスプロシウムの需要も増加が見込ま

れる。 

図表 1.5 ネオジム、ジスプロシウムの国内需要 

2010年 2015年 2020年

国内需要量

（単位：トン）
5,200 6,200 7,100

出典：２０１０年については工業レアメタル２０１１より。２０１５年以降の増加量については（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構：「平成２１年度レアメタル関連データ収
集等業務」に関する報告書より。

2010年 2015年 2020年

国内需要量

（単位：トン）
600 720 740

ネオジムネオジム（Nd） ジスプロシウム（Dy）

 

 

②レアメタル含有製品の排出量 

ⅰ）レアメタル含有製品の排出見通し 

ネオジム磁石搭載製品の排出見通しは、次世代自動車や高性能家電等の

ネオジム磁石搭載製品の排出が今後大幅に増加する見込みである。 

図表 1.6 ネオジム、ジスプロシウム含有製品の排出見通し 

0
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ネオジム磁石を含む大型家電
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冷凍庫
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衣類乾

燥機

エアコン

（単位：千台）
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出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・
金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、みずほ情報総研：平成２
１年度使用済家電４品目の経過年数調査、経済産業省：平成１９年度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造
審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか  

 

ⅱ）リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル 

ネオジム、ジスプロシウムを含有する使用済製品のリサイクルによるポ

テンシャルは、２０１０年では、国内需要に対してネオジム、ジスプロシ

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2010年度 2015年度 2020年度 2025年度

パソコン

デスクトップ

パソコン

ノート

パソコン

（単位：千台）
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ウム共に１％に満たないものの、２０１５年頃より増えはじめ２０２５年

においては、ネオジムで約７％、ジスプロシウムで約１１％まで増加する

する見込みであり、一定程度のポテンシャルを有している。 

図表 1.7 ネオジム、ジスプロシウムのリサイクルによるポテンシャル※ 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

2010年 2015年 2020年 2025年

ジスプロシウム

次世代自動車

大型家電

パソコン

2.26%

4.73%

10.87%

0.57%

※仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全量抽出できた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。

当該年度ネオジム／ジス
プロシウムの国内総需要
量に占める比率

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2010年 2015年 2020年 2025年

ネオジム

0.85%

1.59%

2.66%

6.55%

（単位：トン）

 
※ 仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全量抽出で

きた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 
出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・

金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、みずほ情報総研：平成２
１年度使用済家電４品目の経過年数調査、経済産業省：平成１９年度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造
審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか  

 

③技術開発動向 

ネオジム磁石を含む使用済製品からネオジム磁石を回収する前処理技術に

関して、使用済ハードディスクや使用済エアコン・コンプレッサーについて

は、各々要素技術が開発され、実用化に向けた実証が進められている。また、

使用済斜めドラム式洗濯機モーター、自動車の使用済電動パワーステアリン

グモーター、次世代自動車の使用済駆動用モーターについては、各々要素技

術が開発されているものの、今のところ実用化に向けた実証は行われていな

い。 

一方、回収されたネオジム磁石からネオジムやジスプロシウムを回収する

後処理技術は既に実用化されている。  
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（２）コバルト 

①需給動向 

ⅰ）供給の現状 

コバルトの２０１０年時点における世界の国別鉱石生産量をみると、約

５割程度が、政情が不安定なコンゴ民主共和国に集中しており、政情次第

では供給に大きな影響を与えることから、我が国の供給においてリスクが

存在している。 

また、資源価格については、２０１０年４月をピークに下落しつつあり、

レアメタル価格が高騰する以前の２００９年４月を基準価格としてみた場

合、ほぼ同じ水準となっている。 

図表 1.8 コバルトの供給状況 

国別鉱石生産量（２０１０年）

国名
生産量
（トン）

割合

１位 コンゴ民 45,000 51.1%

２位 ザンビア 11,000 12.5%

３位 中国 6,200 7.0%

上位３カ国計 62,200 70.6%

輸入相手国（２０１０年）

国名
輸入量
（トン）

割合

１位 フィンランド 4,333 33.1%

２位 豪州 2,186 16.7%

３位 カナダ 2,069 15.8%

上位３カ国計 8,588 65.6%

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル
2011（参考値）。数値は純分換算値。

出典：Metal Bulletin
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コバルト

※基準価格：2009年4月＝100

資源価格の推移

 

 

ⅱ）自給率 

 ２０１０年時点での我が国におけるコバルトの自給率は、リサイクルを

重点的に行うべき５鉱種の中では最も高い１８％となっているものの、そ

の全てが鉱山開発でのものであり、リサイクルについては０％となってい

る。 

図表 1.9 コバルトの自給率 

鉱山 １８％

リサイクル ０％

計 １８％

 

 

ⅲ）動脈側のマテリアルフロー 

 コバルトは主としてリチウムイオン電池の正極材料に用いられており、

ノートパソコン、携帯電話、デジタルカメラ等のモバイルＩＴ機器や、次

世代自動車（ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ）の最終製品に搭載されている。 
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図表 1.10 コバルトのマテリアルフロー 

出典：ＪＯＧMEC鉱物資源マテリアルフロー2010およびヒアリングに基づき作成

国内製錬 主要製品 主応用製品

(○：回収あり）

工程くず

ニッケル製錬副生物

特殊鋼　　　　　　　　○

製錬所 電気コバルト 需要：771

0 電気コバルト 超硬工具　　　　　　 ○

生産：1,935 需要：379

マット、塊・粉・くず 磁性材料               ○

12,317 需要：175 国内

板棒線　                ○ 消費

無機薬品 需要：242

酸化コバルト リチウムイオン電池   ○

酸化物・水酸化物 水酸化コバルト 需要：9,529

756 硝酸コバルト 触媒　　　　　　　　　 ○

硫酸コバルト 需要：263

炭酸コバルト その他

3,784 めっき、陶磁器着色剤

酸化物・水酸化物 サーミスタ、他

330 需要：482

コバルト含有製品

輸出入

コバルト鉱石

マット、塊・粉・くず

 
なお、リチウムイオン電池の製造において、投入されるコバルトを含有

する原料のうち約１０%程度が工程くずとなる。これら工程くずは、専門リ

サイクル業者や製錬業者に引き渡されリサイクルされている。工程くずか

ら回収されたコバルトは、主として合金製造向けや磁性材料としてカスケ

ードリサイクルされている。 

 

ⅳ）国内需要見通し 

 国内需要量は、リチウムイオン電池一個あたりの省コバルト化が進んで

いるものの、次世代自動車等の需要増加やノートパソコン、携帯電話等の

堅調な需要により、コバルトの需要も今後増加することが見込まれる。 

図表 1.11 コバルトの国内需要 

出典：２０１０年については工業レアメタル２０１１より。２０１５年以降の増加量については（独）石油天然
ガス・金属鉱物資源機構：「平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務」に関する報告書より。

2010年 2015年 2020年

国内需要量

（単位：トン）
14,000 14,900 16,300

 

 

②レアメタル含有製品の排出量 

ⅰ）レアメタル含有製品の排出見通し 

 コバルトを含有する製品の排出見通しは、小形二次電池や次世代自動車

用電池の排出量が今後増加する見込みである。 
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図表 1.12 コバルト含有製品の排出見通し 
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出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・

金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、経済産業省：平成１９年
度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか   

 

ⅱ）リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル 

コバルトを含有する使用済製品のリサイクルによるポテンシャルは、２

０１０年では、国内需要に対して約６％であるが、２０２０年以降に次世

代自動車の排出が増加するため２０２５年においては、約１３％まで増加

する見込みであり、一定程度のポテンシャルを有している。 

図表 1.13 コバルトのリサイクルによるポテンシャル※ 

※仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全量排出できた場合に、
１年間で確保できるレアメタル量。

当該年度のコバルトの国
内総需要量に占める比率

0

500

1000

1500

2000

2500

2010年 2015年 2020年 2025年

（単位：トン）

次世代自動車

（リチウムイオン電池、

ニッケル水素電池）

小形リチウムイオン電池

6.20% 5.24%

13.43%

5.50%

 
※ 仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全量抽出で

きた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 
出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・

金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、経済産業省：平成１９年
度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか   

 

③技術開発動向 

 使用済リチウムイオン電池や使用済ニッケル水素電池からコバルト含有活

物質を回収する前処理技術に関して、使用済小形リチウムイオン電池や次世

代自動車の使用済ニッケル水素電池については、既に実用化されている。次

世代自動車の使用済リチウムイオン電池については、要素技術が開発されて
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いるものの、今のところ実用化に向けた実証は行われていない。また、使用

済電気電子機器等の製品内部に組み込まれた小形リチウムイオン電池を簡便

に取り出す技術の開発は行われていない。 

一方、回収されたコバルト含有活物質からコバルトを回収する後処理技術

に関して、次世代自動車の使用済ニッケル水素電池や、使用済小形リチウム

イオン電池及び次世代自動車の使用済リチウムイオン電池のいずれも要素技

術は開発されており、実用化に向けた実証が進められている。 
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（３）タングステン 

①需給動向 

ⅰ）供給の現状 

タングステンの２０１０年時点における世界の国別鉱石生産量をみると、

８割強を中国が占めており、我が国の輸入相手国においても中国が大きな

シェアを占めている。 

また、資源価格については、レアメタル価格が高騰する以前の２００９

年４月を基準価格としてみた場合、依然として高い水準となっている。 

図表 1.14 タングステンの供給状況 

国別鉱石生産量（２０１０年）

国名
生産量
（トン）

割合

１位 中国 52,000 85.2%

２位 ロシア 2,500 4.1%

３位 ボリビア 1,100 1.8%

上位３カ国計 55,600 91.1%

輸入相手国（２０１０年）

国名
輸入量
（トン）

割合

１位 中国 7,352 82.5%

２位 韓国 439 4.9%

３位 ベトナム 227 2.6%

上位３カ国計 8,018 90.0%

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル
2011（参考値）。数値は純分換算値。

出典：Metal Bulletin （WO3純分重量）
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ⅱ）中国の輸出数量管理の状況 

 供給において大きなシェアを占めている中国でタングステンは輸出数量

管理の対象鉱種となっていることから、今後中国政府の政策によっては、

生産及び輸出数量管理強化の可能性も否定できず、引き続き供給リスクが

存在する。 

 

ⅲ）自給率 

２０１０年時点での我が国におけるタングステンの自給率は、鉱山開発

では０％となっているものの、リサイクルについては５鉱種の中では最も

高い１１％となっている。 

図表 1.15 タングステンの自給率 

鉱山 ０％

リサイクル １１％

計 １１％

 

 

ⅳ）動脈側のマテリアルフロー 

 タングステンは強度、弾性に富み融点も高いため、主として超硬工具の

原材料として用いられ、需要の約９割を占めている。 
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図表 1.16 タングステンのマテリアルフロー 

中間原料(製錬・加工） 主要製品

工程くず

切削工具・金型等 　○

1,002

需要：25

2,031

WC粉 　○

需要：5,042

APT WO3 W粉 　○

1,326 生産：3,393 需要：73

液晶バックライト 　○

3,442 W塊

携帯電話

1,029 W線・棒

需要：240 溶接棒・放電灯

81 生産：27(マテリアルｔ）

半導体検査装置

545 電気接点・放熱板 　○

生産：124（マテリアルt)

815

W含有製品

608

W含有製品

2,815

輸出入 主応用製品とリサイクル

(○：回収あり）

FeW 特殊鋼

　合金工具鋼

　高速度鋼、他

WC粉

超硬工具

APT 触媒（石化・脱硝）

レニウム合金

塊・粉・板・線

銅・銀合金

くず

酸化物 フィラメント

塊・粉・板・線 バイブレータ錘

くず ThO2合金

単位：特記以外純分ｔ

：原料・製品のフロー

：スクラップのフロー

国内製錬 主要製品 主応用製品

(○：回収あり）

ニッケル製錬副生物

特殊鋼　　　　　　　　○

製錬所 電気コバルト 需要：493

0 電気コバルト 超硬工具　　　　　　 ○

生産：1,332 需要：201

塊・粉・くず 磁性材料               ○

10,606 無機薬品 需要：141 国内

酸化コバルト リチウムイオン電池   ○ 消費

酸化物・水酸化物 水酸化コバルト 需要：10,384

546 硝酸コバルト 触媒　　　　　　　　　 ○

硫酸コバルト 需要：202

炭酸コバルト その他

めっき、陶磁器着色剤

サーミスタ、他

1,951 需要：498

酸化物・水酸化物

467

コバルト含有製品

コバルトのマテリアルフロー（2009)

輸入原料

コバルト鉱石

塊・粉・くず

出典：ＪＯＧMEC鉱物資源マテリアルフロー2010およびヒアリングに基づき作成  

なお、超硬工具の製造において、投入されるタングステンを含有する原

材料のうち約２０％が工程くずとなる。国内の超硬工具メーカーで発生す

るこれらのタングステンカーバイト（ＷＣ）工程くずは、全量が特殊鋼用

途に利用されるか、あるいは製錬事業者に引き渡された後に超硬工具原料

としてリサイクルされている。 

 

ⅴ）需要見通し 

 国内需要量は、超硬工具の需要の増加に伴い、今後もタングステン原料

の需要量の増加が見込まれている。 

図表 1.17 タングステンの国内需要 

 

 

②レアメタル含有製品の排出量 

ⅰ）レアメタル含有製品の排出見通し 

 タングステンを主な原材料としている超硬工具の排出量は今後増加する

見込みである。 
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図表 1.18 タングステン含有製品の排出見通し 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

2010年度 2015年度 2020年度

超硬工具（単位：トン）

※超硬工具のタングステン含有率を80.2%として純分推計値より換算。
 

出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・
金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、経済産業省：平成１９年
度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか  

 

ⅱ）リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル 

タングステンを含有する使用済超硬工具のリサイクルによるポテンシャ

ルは、２０１０年では国内需要に対して約４６％、２０２０年では約５５％

となる見込みであり、既に高いポテンシャルを有している。 

図表 1.19 タングステンのリサイクルによるポテンシャル※ 

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

3000 

3500 

4000 

2010年 2015年 2020年

（単位：トン）

超硬工具

45.67%

49.58%

55.39% 当該年度のタングステンの国内
総需要量に占める比率

 
※ 仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全量抽出で

きた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 
出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・

金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、経済産業省：平成１９年
度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか  

 

③技術開発動向 

使用済超硬工具から超硬合金原料（タングステン）を再生する技術として、

亜鉛処理法や化学処理法が既に実用化されている。 
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（４）タンタル 

①需給動向 

ⅰ）供給の現状 

２００８年以降、コンゴ民主共和国鉱石の世界的な使用制限の動きによ

り、世界的に供給が不足している状況である。 

また、資源価格については、２０１１年５月をピークに下落しつつある

ものの変動が大きく、レアメタル価格が高騰する以前の２００９年４月を

基準価格としてみた場合、依然として高い水準となっている。 

図表 1.20 タンタルの供給状況 

国別鉱石生産量（２０１０年）

国名
生産量
（トン）

割合

１位 ブラジル 180 26.9%

２位 モザンビーク 110 16.4%

３位 ルワンダ 100 14.9%

上位３カ国計 390 58.2%

輸入相手国（２０１０年）

国名
輸入量
（トン）

割合

１位 アメリカ 336 48.3%

２位 タイ 89 12.8%

３位 中国 57 8.1%

上位３カ国計 482 69.2%

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル
2011（参考値）。数値は純分換算値。

出典：財務省貿易統計（タンタル塊）

60 

80 

100 

120 

140 

160 

180 

2009年4月 2010年4月 2011年4月 2012年4月

タンタル

※基準価格：2009年4月＝100

資源価格の推移

 
 

ⅱ）自給率 

 ２０１０年時点での我が国におけるタンタルの自給率は、鉱山開発及び

リサイクルともに０％であり、供給のほぼ全量を輸入に頼っているのが現

状である。 

図表 1.21 タンタルの自給率 

鉱山 ０％

リサイクル ０％

計 ０％

 
 

ⅲ）動脈側のマテリアルフロー 

タンタルは主として酸化被膜の絶縁性を活かしてコンデンサの原材料に

用いられており、最終製品として携帯電話、パソコン等、電気電子機器の

基板等に幅広く使用されている。 
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図表 1.22 タンタルのマテリアルフロー 

　　　　　　　　　　　　　タンタルのマテリアルフロー（2009） 単位：純分ｔ

：原料・製品のフロー

：スクラップのフロー（使用済み製品は該当なし）

輸出入 中間原料

工程くず

ふっ化物(K2TaF7) 　　　各種電子機器

輸入量 206 タンタル粉 コンデンサ用粉 タンタルコンデンサ 携帯電話､GPSカーナビ

自動車制御デバイス､HDD

航空宇宙、携帯地上局、

地金・加工品 コンデンサ用線 デジカメ、医療用など

タンタル塊･粉 国内

輸入量 43 スパッタターゲット 各種デバイス・磁気膜 消費

　各種化学・医療装置

タンタル板・棒・線 化学・医療装置部材 化学反応装置､高温炉材

医療・手術器具など

タンタル製品 タンタル地金 Ni基耐熱合金（添加剤） ガスタービン（航空･発電）

輸入量 37

タンタル化合物 炭化タンタル 超硬工具（コーティング剤）

酸化タンタル 光学レンズ（添加剤） 光学機器（デジカメなど）

タンタルくず

輸入量 60

タンタル酸リチウム SAWフィルタ基板　注）

タンタル塊･粉

輸出量 133

タンタル製品

輸出量 117

タンタルくず

輸出量 43

タンタル含有製品

タンタル含有製品

注）SAWフィルタは、携帯電話など電波を送受信する電子機器のみに使用される

主要タンタル製品 部材・部品 主応用製品

注）ＳＡＷフィルタは、携帯電話など電波を
送受信する電子機器のみに使用される。

輸出入 中間原料

ふっ化物(K2TaF7) 　　　各種電子機器

輸入量 485 タンタル粉 コンデンサ用粉 タンタルコンデンサ 携帯電話､GPSカーナビ

自動車制御デバイス､HDD

航空宇宙、携帯地上局、

地金・加工品 コンデンサ用線 デジカメ、医療用など

タンタル塊･粉 国内

輸入量 86 スパッタターゲット 各種デバイス・磁気膜 消費

　各種化学・医療装置

タンタル板・棒・線 化学・医療装置部材 化学反応装置､高温炉材

医療・手術器具など

タンタル製品 タンタル地金 Ni基耐熱合金（添加剤） ガスタービン（航空･発電）

輸入量 54

タンタル化合物 炭化タンタル 超硬工具（コーティング剤）

酸化タンタル 光学レンズ（添加剤） 光学機器（デジカメなど）

タンタルくず

輸入量 70

タンタル酸リチウム SAWフィルタ基板　注）

タンタル塊･粉

輸出量 249

タンタル製品

輸出量 157

タンタルくず

輸出量 109

タンタル含有製品

タンタル含有製品

主要タンタル製品 部材・部品 主応用製品

工程くず

出典：ＪＯＧMEC鉱物資源マテリアルフロー2010およびヒアリングに基づき作成  

なお、タンタルコンデンサーの原料であるタンタル粉の成型や焼結工程

など、製造工程で発生するタンタルスクラップやタンタルのリード線の端

材等の工程くずは投入量のうち約２～３％程度であり、これら工程くずは、

ほぼ全量がタンタル粉メーカーに戻されている。再度タンタル粉製造の原

料としてリサイクルされるケースが多いが、一部は特殊鋼添加剤として鉄

鋼需要が旺盛な中国等に輸出されていると見られる。 

 

ⅳ）需要見通し 

 国内需要量は、タンタルコンデンサーを搭載する電気電子機器の需要は

堅調に推移すると見込まれていることから、タンタルの需要についても引

き続き堅調に推移することが見込まれる。 

図表 1.23 タンタルの国内需要 

 

 

②レアメタル含有製品の排出量 

ⅰ）レアメタル含有製品の排出見通し 

 タンタルコンデンサーを搭載するパソコンやその他の電気電子機器の使

用済製品の排出見通しは横ばいとなっている。 
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図表 1.24 タンタル含有製品の排出見通し 
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2010年度 2015年度 2020年度

その他電気・電子機器

携帯電話

デジタル

カメラ

ゲーム機

（小型以外）

カーナビ

DVDプレイヤ

（単位：千台）

※2020年度に関し

ては、携帯電話とデ
ジタルカメラ以外推
計値のデータ無し。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2010年度 2015年度 2020年度

パソコン

デスクトップ

パソコン

ノート

パソコン

（単位：千台）

 
出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・

金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、経済産業省：平成１９年
度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか  

 

ⅱ）リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル 

タンタルを含有するパソコン及びその他電気電子機器の使用済製品のリ

サイクルによるポテンシャルは、２０１０年では国内需要に対して約８％、

２０１５年では約６％となる見込みであり、一定程度のポテンシャルを有

している。 

図表 1.25 タンタルのリサイクルによるポテンシャル※ 
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（単位：トン）

パソコン

その他電気・

電子機器

6.36%

8.47%

当該年度のタンタルの国内
総需要量に占める比率

※2020年度に関しては、一部推計データ

がないため記載せず。
※その他電気・電子機器は2015年まで

推計可能な７９品目の合計。
 

※ 仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全量抽出で
きた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 

出典：使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会含有量調査データ、（独）石油天然ガス・
金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務に関する報告書、経済産業省：平成１９年
度鉱物資源供給対策調査報告書、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 ほか  

 

③技術開発動向 

 使用済電子基板から電子素子を剥離し、剥離した電子素子からタンタルコ

ンデンサーを選別濃縮する前処理技術については、個々の要素技術は開発さ

れているものの、電子基板の種類等によって電子素子が剥離しにくい場合が
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あるほか、処理プロセス全体の最適化が図られていない。また、使用済電気

電子機器等から電子基板を選別回収する技術が開発されていない。 

使用済タンタルコンデンサーからタンタルを回収する後処理技術は実用化

されている。 
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２．各製品のリサイクルに係る現状 

これまで前項で見てきた５鉱種のレアメタルは、含有する製品が多岐にわって

おり数多く存在する。そこで主立った製品についてリサイクルによってどの程度

のレアメタル量を確保できるかというポテンシャルの推計を行い、特にポテンシ

ャルが高い、またはポテンシャルの増加が見込まれることが明らかである製品と

して、大型家電製品、次世代自動車、パソコン、二次電池、電気電子機器全般、

超硬工具を検討の対象とした。 

本項ではこれら各製品のリサイクルに係る現状について以下の通り整理する。 

 

（１）家電４品目 

①使用済製品のマテリアルフロー 

家電４品目については、主に一般家庭から排出され、家電リサイクル法に

基づき、小売店等から製造事業者等に引き渡され、リサイクルプラントにお

いてリサイクルされる。  

家電リサイクル法に基づく回収台数は２，５７９万台で、リユースを除い

た年間推計排出量３，０４７万台に対する回収率は約８５％3となっている。 

図表 2.1 家電４品目の静脈側マテリアルフロー 

国内リユース（※） ５２８万台

ユーザー
３，８４８万台

家電リサイクル法のスキーム

海外への流出 ６７０万台
（うちリユース分２７３万台）

製造事業者等
２，５７９万台

鉄スクラップ等

国内リサイクル
２，６５８万台

家電リサイクル法以外
のルート

１，２６３万台
建設解体事業者、引越業者、中古品取扱業者、
不要品回収業者、自治体などによる引取

※ＣｔｏＣ、オークション等
を含む

最終処分 ５．９万台

ネオジム磁石等の
分離回収実証事業者

ネオジム磁石原料

リサイクル事業者

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討
小委員会 第２０回合同会合資料に基づき作成。  

なお、一部の中間処理業者では、エアコンのコンプレッサーからネオジム

磁石を選別し、国内磁石合金メーカーへ売却するが、多くは、ネオジム磁石

は取り出されずに鉄くず等として処理されるケースや、鉄スクラップとして

輸出されるケースが存在する。その他に不用品回収業者等を通じて海外流出

されるケースが存在する。 

また、中間処理業者の中には、国内磁石合金メーカー等においてどのよう

な性状であれば買い取るか等の受入条件の情報発信を望む声があった。 

更に、中古品輸出業者によって輸出されるものの中には、実際にはリユー

                                                   
3 回収率の推計の対象年度は平成２２年度であり、家電エコポイント制度の対象期間となる。 
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ス品ではないにも関わらずリユース品として輸出されている事例も存在する。 

 

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より） 

ⅰ）家電リサイクル制度の認知度 

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると家電リサ

イクル制度の認知度は８４．７％となっており、全く知らないと回答した

人は５．８％であった。この結果から、家電リサイクル制度の認知度が他

の制度に比べて高いと言える。 

 

ⅱ）廃棄先 

実際に使用済家電を廃棄した人で、その廃棄先として制度上の廃棄先（小

売店、指定引取場所）を選択した人は７９．２％だったが、不用品回収業

者等を選択した人も１３．５％存在した。 

 

ⅲ）廃棄先決定理由 

廃棄先に不用品回収業者等を選択した理由として「支払う費用が安い、

またはかからない」ことを選択した人の割合は、制度上の廃棄先（小売店、

指定引取場所）に廃棄した理由として同選択肢を選択した人の割合に比べ

約５倍であった。また、制度上の廃棄先（小売店、指定引取場所）を選択

した人の理由で最も高いものは「買換えの際の案内」であった。 

図表 2.2 家電４品目の消費者アンケート結果 

認知度 廃棄先

49.5 

30.7 

8.7 

63 .3 

15.0 

25.4 

2.0 

8.0 

3.6 

20.7 

44.2 

53.0 

47 .6 

1.2 

2.7 

10.7 

0.6 

3.0 

8.2 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手続きや準備が簡単で引渡しやすいと思っ

たから

家まで取りに来てくれる、または引渡先が近

くにあったから

支払う費用が安い、または費用がかからな

いと思ったから

買換えの際に案内があったから

法律に基づく引渡先だと思ったから

適切にリサイクルされると思ったから

引渡後の製品の行方がわかると思ったから

環境・資源対策に役立つと思ったから

どこに出せば良いか分からなかったから

家電エコポイント制度のポイントがもらえた

から

小売店・指

定引取場所
(n=1,922)

不用品回収

業者・無料

回収場所

(n=328)

廃棄先選択理由

料金を支払

うことと、小
売店が回収

していること

を知ってい
た

70.4%

料金を支払

うことは知っ

ていたが、

小売店が回

収しているこ
とは知らな

かった
12.9%

小売店が回

収しているこ

とは知って

いたが、料

金を支払う
ことは知らな

かった
1.4%

具体的な内

容は知らな
かったが、リ

サイクルす

る制度があ
ることは知っ

ていた
9.5%

全く知らな

かった
5.8%

(n=40000)

小売店（通

販の場合の
通信販売業

者を含む）

71.1%

家電リサイク

ル法の指定
引取場所へ

自ら持ち込

み

8.1%

自治体（市区

町村）
4.2%

不用品回収

業者（軽ト

ラック等で市

中を巡回し

ながら不用
品を集めて

いる業者）
9.9%

無料回収場

所（空き地な
どでのぼり

旗をたてて

不用品を集

めている場

所）
3.6%

その他

3.1%

(n=2,429)

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

③レアメタルの含有情報の共有状況（エアコンのコンプレッサーについて） 

ⅰ）レアメタルの含有状況 

２０１１年に排出される使用済エアコンのうち、ネオジム磁石を含むも
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のの割合は５％4程度であり、それ以外については希土類を含まないフェラ

イト磁石等が使用されている。今後、使用済エアコンのうちネオジム磁石

を含むものの割合は増加する見込みである。（２０２０年：６５％4） 

 

ⅱ）含有情報の共有状況 

レアメタルをリサイクルする場合、ネオジム磁石が搭載されたもののみ

を分別する必要があるが、コンプレッサーの外観からは、搭載されている

磁石の種類（ネオジム磁石、フェライト磁石等）が判別できない。 

現在、コンプレッサーからのネオジム磁石回収に取り組んでいる一部の

事業者では、グループ内各メーカーからの情報提供により品番からネオジ

ム磁石の含有有無を判断するケースやメーカーと中間処理業者との間で、

機密保持契約を締結すること等より、ネオジム磁石含有有無に係る情報を

共有するケースがある。他方、メーカーから情報を得られていない場合は、

中間処理業者においてコンプレッサーを切断し、目視で含有の有無を判断

するケースや自ら組成分析を行う等、含有情報の不足が中間処理業者にお

けるレアメタルリサイクルの妨げとなっているケースも存在する。 

 

④レアメタルリサイクルの経済性分析（エアコンのコンプレッサーについて） 

ⅰ）算定範囲と条件の設定 

評価対象範囲はエアコンを解体し、コンプレッサーを取り出した以降と

し、２０１０年と２０２０年において「ネオジム磁石回収なし」（ベースシ

ナリオ）の場合と「ネオジム磁石回収あり」の場合について推計を実施し

た。 

なお「ネオジム磁石回収あり」については、２０１０年は手解体（シナ

リオ１）、２０２０年は最新技術（シナリオ２）による機械解体を想定して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
4産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１６回）ヒアリング資料より 
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図表 2.3 エアコンの処理フローとシナリオ分岐 

解体 その他

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

ｽﾃｰﾀ

ｼｪﾙ

ﾛｰﾀ

ﾈｵｼﾞﾑ未使用

ﾈｵｼﾞﾑ使用

手分解 物流・金属
回収へ

鉄・銅として
売却

そのまま売却

評価対象範囲

ベースシナリオとシナリオ１・２との分岐点
→ ネオジム磁石の回収の有無

輸送

切断

シナリオ１とシナリオ２との分岐点
→ 回収方法の相違（手分解or新技術）

選別

機械解体

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

：ベースシナリオとシナリオ1・2の分岐

：シナリオ1とシナリオ2の分岐

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅱ）試算結果5 

２０１０年の経済性を見ると「ネオジム磁石回収なし」の合計収支が「ネ

オジム磁石回収あり」の合計収支を上回る一方で、２０２０年では、エア

コンのネオジム磁石の採用率の向上（5%→65%）やレアメタルリサイクル

技術の進展等を要因として「ネオジム磁石回収あり」が「ネオジム磁石回

収なし」より優位となった。  

ただし、中間処理段階の収支では、「ネオジム磁石回収なし」が「ネオジ

ム磁石回収あり」より優位となっていることから、レアメタルリサイクル

が促進されるためには、金属回収段階での収入を一定程度中間処理段階に

配分することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
5本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。 



25 

 

図表 2.4 エアコンの経済性分析結果（２０１０年～２０２０年） 

（単位：百万円）   

２０１０年 ２０２０年
ネ オ ジ ム 磁 石 回 収

なし

手 分 解 に よ る
ネ オ ジ ム 磁 石 回 収

ネ オ ジ ム 磁 石 回 収
なし

最 新 技 術 に よ る
ネ オ ジ ム 磁 石 回 収

中間処理
費用 ８４ １１１ ３２０ ５８０

収入 ６５４ ６５９ ２ ， ５ ２ １ ２ ， ７ ４ ９

中 間 処 理 段 階 に お け る 収 支５７１ ５４８ ２ ， ２ ０ ０ ２ ， １ ６ ９

金属回収
費 用 － ９ － ４４２

収 入 － ２１ － １ ， ０ ７ ３

金 属 回 収 段 階 に お け る 収 支－ １２ － ６３１

合 計 収 支 （ 収 入 － 費 用 ） ５７１ ５６０ ２ ， ２ ０ ０ ２ ， ８ ０ ０

（ 回 収あ り の 合 計 収 支 ） －（ 回 収な し の 合 計 収 支 ） － １ １ ＋ ６ ０ ０
 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅲ）感度分析（年度） 

経済性分析結果をベースに、２０１０年以降毎年の合計収支の変化を試

算したところ「ネオジム磁石回収あり」は、２０１４年以降に「ネオジム

磁石回収なし」に比べて優位となり、海外流出を想定したケースに対して

も、２０１８年以降に優位となった。 

図表 2.5 ２０１０年以降の経過年による感度分析 結果 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

合
計
収
支
（
収
入
－
費
用
）
百
万
円

ネオジム磁石回収なし

最新技術によるネオジム磁石回収

海外流出（想定）※

 

※コンプレッサーを切断・解体せずに、そのまま海外輸出していると推測される事業者に 

売却した場合の試算。 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 
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（２）次世代自動車（ＨＶ、ＰＨＥＶ、ＥＶ） 

①使用済製品のマテリアルフロー 

次世代自動車は一般家庭等から排出され、自動車リサイクル法に基づき、

引取業者を通じて解体業者・破砕業者によりリサイクルされる。自動車リサ

イクル法に基づく回収台数は９．６千台で、中古車輸出を除き自動車の回収

率はほぼ１００％となっている。 

図表 2.6 次世代自動車の静脈側マテリアルフロー 

ユーザー
HV車

9.6千台

自動車リサイクル法のスキーム

HV中古車
9.0千台

国内部品リユース

海外への流出
（リユース含む）

国内リサイクル
解体業者

（フロン類回収業者含む）

破砕
業者

引取
業者

ニッケル
水素電池
9.6千個

駆動用
モーター
9.6千個

8.2千個

1.3千個（※）

0.2千個
（うちリユース0.2千個）

1.4千個

5.2千個

3.0千個
（うちリユース2.5千個）

中古車輸出

（※）解体業者が
出荷せずに在庫
として保有してい
るものを含む。

レアメタル回収技術を
有する一部事業者

鉄スクラップ等

ネオジム磁石原料等

リサイクル事業者

出所：㈱矢野経済研究所調査に基づき作成  
しかしながら、自動車リサイクル法に違反し、エアバッグ類等未処理のま

ま輸出されるケースも存在する。 

また、回収後に解体業者等を通じて部品等として海外流出するものが相当

数存在する。 

中でも次世代自動車の駆動用モーターは、自動車メーカーに売却されるこ

ともあるが、海外へ輸出されるものも約３１％存在する。その一方で、次世

代自動車のニッケル水素電池は、自動車メーカーに引き渡されることが多く、

輸出されることは尐ない。 

なお、解体業者の中には、今後国内資源循環を進めるためには、解体業者

だけでは難しく、自動車メーカーや非鉄製錬事業者等関連事業者との取引ル

ートの構築が必要との声があったほか、自動車解体業者の業界団体からは、

この業界は零細企業が多く、自動車メーカーや非鉄製錬事業者等に個社で交

渉等することはなかなか難しいので、各社が協力して業界全体で進めていく

必要があるとの声があった。 

 

②レアメタルの含有情報の共有状況 

ⅰ）レアメタルの含有状況 

次世代自動車の駆動用モーターには、メーカーや車種によらず全てにネオ

ジム磁石が使用されているが、自動車の電動パワステモーターについては、

メーカー、車種、年式によって、搭載している磁石の種類（ネオジム磁石、
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フェライト磁石等）が異なっている。 

次世代自動車用電池では、ニッケル水素電池はメーカーや機種によらず全

てにコバルトが使用されているが、リチウムイオン電池については、コバル

トを含む三元系正極材のほか、コバルトを含まないマンガン系正極材などが

存在しており、一台当たりのコバルト使用量の低減に向けた取組も進みつつ

ある。 

 

ⅱ）含有情報の共有状況 

次世代自動車の駆動用モーターおよびニッケル水素電池については、メー

カーや機種にかかわらず、全てにレアメタルを含有していることから、レア

メタルのリサイクル工程において、ネオジム磁石の含有情報の共有について

は課題となっていない。一方で、電動パワステ用モーターについては、搭載

している磁石の種類が混在していることからネオジム磁石搭載車種を特定す

る必要がある。 

またリチウムイオン電池については、外観からコバルトの含有有無が判別

できないことや、有価金属（コバルト等）の含有量やリサイクルを阻害する

成分の混入状況を確認するため、含有情報の把握が必要となるケースがある。

そのため一部では、自動車用電池メーカー・正極材メーカーと製錬業者との

間で機密保持契約を締結すること等により、製造工程で発生する屑や不良品

中の含有情報を共有している場合も存在する。他方メーカーから情報が得ら

れない場合は、製錬業者が自ら含有量分析・評価を実施しており、製錬業者

におけるリサイクルの妨げとなっている場合も存在する。 

 

③レアメタルリサイクルの経済性分析 

ⅰ）算定範囲と条件の設定 

評価対象範囲は次世代自動車を解体し、「モーター（エンジンユニット）」、

「電池」を取り出した以降とし、２０１０年と２０２０年において「レア

メタル回収なし」（ベースシナリオ）の場合と「レアメタル回収あり」の場

合について推計を実施した。 

なお「レアメタル回収あり」については、２０１０年は手解体（シナリ

オ１）、２０２０年は専用設備導入（シナリオ２）によるレアメタル回収を

想定している 
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図表 2.7 次世代自動車の処理フローとシナリオ分岐 

解体 その他

物流・金属回収（Li，Co，Ni，Mn回収）へ

売却

：ベースシナリオとシナリオ1の分岐

評価対象範囲

モータ

回収

Liｲｵﾝ電池

回収

Ni水素電池

回収 物流・金属回収（Ni，Co回収）へ

売却（コバルト合金として利用）

売却（ニッケル合金として利用）

そのまま売却

分解
ｽﾃｰﾀ・ｼｪﾙ

ﾛｰﾀ 手分解

専用設備導入

鉄

磁石片

物流・金属回収
（Nd，Dy回収）へ

売却

売却

：シナリオ1とシナリオ2の分岐

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

ベースシナリオ

ベースシナリオ

シナリオ１・２

シナリオ１・２

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅱ）試算結果6 

２０１０年の経済性を見ると「レアメタル回収なし」の合計収支が「レ

アメタル回収あり」の合計収支を上回る一方で、２０２０年では、次世代

自動車の排出量が増加したことやレアメタルリサイクル技術の進展等を要

因として「レアメタル回収あり」が「レアメタル回収なし」より優位とな

った。  

ただし、中間処理段階の収支では、依然として「レアメタル回収なし」

が「レアメタル回収あり」より優位となっていることから、レアメタルリ

サイクルが促進されるためには、金属回収段階での収入を一定程度中間処

理段階に配分することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
6本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。 
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図表 2.8 次世代自動車の経済性分析結果（２０１０年～２０２０年） 

（単位：百万円）    

２０１０年 ２０２０年
レアメタル回収

なし
手分解による

レアメタル回収
レアメタル回収な

し
専用設備導入による

レアメタル回収

中間処理
費用 ０ ６３ ０ ４８３

収入 ３３ ２４ ８６６ ６５３

中間処理段階における収支 ３３ －３９ ８６６ １７０

金属回収
費用 － ５０ － ８５４

収入 － ７８ － １，８６７

金属回収段階における収支 － ２８ － １，０１２

合計収支※（収入－費用） ３３ －１１ ８６６ １，１８２

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －４４ ＋３１６

※合計収支については、レアメタル含有部品の買取価格が評価対象外となっていることに留意が必要。  
（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅲ）感度分析（年度） 

経済性分析結果をベースに、２０１０年以降毎年の合計収支の変化を試

算したところ、２０１６年以降に「レアメタル回収あり」が「レアメタル

回収なし」に比べて優位となった。 

 

図表 2.9 ２０１０年以降の経過年による感度分析結果 
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（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 
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（３）パソコン 

①使用済製品のマテリアルフロー 

パソコンについては、一般家庭及び事業者より排出され、資源有効利用促

進法に基づきゆうパック等を活用し、パソコンメーカーにより回収・リサイ

クルされる。資源有効利用促進法に基づく回収量は９０万台で、リユースを

除いた年間推計排出量８９３万台に対する回収率7は約１０％となっている。 

 

図表 2.10 パソコンの静脈側マテリアルフロー 

国内リサイクル４２７万台

市町村
50万台

最終処分 ７９万台

不用品回収業者等
１３４万台

海外への流出 ６５５万台

（うちリユース分
２６３万台）

うち退蔵分
２２８万台

うち排出分
１，５５７万台

小売店
７７万台

レンタルリース会社
販社ディーラー
６９２万台

３Ｒ法以外のルート １，４１６万台

資源有効利用促進法のスキーム

６５５万台

５２０万台

製造事業者等
９０万台

国内リユース（※）

４００万台

廃棄物処理業者
中古買取業者等
１０４６万台

５０万台

２９万台

輸出業者
６５５万台

１３４万台

ユーザー
１，７８５万台
（モニターを含む）

貴金属等

ネオジム磁石の
分離回収実証事業者 ネオジム磁石原料

※ＣｔｏＣ、オークション
等を含む

リサイクル事業者

 

 

一方、中古買取業者や不用品回収業者等を通じて海外に流出するものや市

町村により最終処分場に埋め立てられているものも相当数存在するほか、回

収されても鉄くず等として処理されたり、スクラップとして輸出されるケー

スも存在する。 

なお、中間処理業者の中には、ハードディスク（ＨＤＤ）からネオジム磁

石を解体・選別し、国内磁石合金メーカーへ廃磁石として売却しているケー

スも存在する。 

また、一部の中間処理業者からは、国内資源循環に向けるため、適切にリ

サイクルできる事業者など関係者間での国内資源循環ルートの構築を望む声

のほか、使用済パソコンを抱えている国内リース会社の入札では、ほとんど

中国系の企業に買い負けているとの声もあった。 

 

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より） 

ⅰ）パソコンリサイクル制度の認知度 

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると資源有効

                                                   
7年間推計排出量から退蔵分及びリユース分を除いたものを分母としたもの。なお、分母には一部

有価取引のものを含むことに留意が必要。 



31 

 

利用促進法に基づくパソコンリサイクル制度の認知度は２１．６％で、全

く知らないと回答した人は５５．０％であった。この結果からパソコンリ

サイクル制度の認知度は、他の制度に比べて低いと言える。 

 

ⅱ）廃棄先 

実際に使用済パソコンを廃棄した人で、その廃棄先としてパソコンメー

カーを選択した人は２２．１％であったが、不用品回収業者等を選択した

人も３０．２％存在した。なお、廃棄先として最も高かったのは小売店の

３５．９％であった。 

 

ⅲ）希望廃棄先 

使用済パソコンのリサイクル制度を知らない人で、実際の廃棄先として

パソコンメーカーを選択した人は８．０％だったが、ＰＣリサイクルマー

クが貼付されたパソコンは排出時に無料でパソコンメーカーが回収するこ

とを理解すると、パソコンメーカーを希望廃棄先と選択する人が６４．１％

まで増加した。 

 

ⅳ）退蔵理由 

使用済パソコンを家庭内に退蔵している人の割合は４６．７％で、その

退蔵理由として「手続きや準備が面倒」が３９％、「個人情報漏洩を心配」

が３５．９％、「きっかけがない」が３１％の順であった。 

なお、退蔵している人は、廃棄経験者に比べ、個人情報の漏洩を心配し

ている割合が約１．５倍となっている。 

図表 2.11 パソコンの消費者アンケート結果 

認知度 廃棄先

廃棄したパソ

コンのメー
カー（ゆうパッ

ク利用）

22.1%

小売店（通販

の場合の通
信販売業者

を含む）

35.9%
自治体（市区

町村）
7.7%

不用品回収

業者（軽トラッ
ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集

めている業

者）
21.5%

無料回収場

所（空き地な
どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めてい
る場所）

8.7%

その他 4.2%

(n=1,071)
ゆうパックに

よる無料回
収が行われ

ていることを

知っていた
9.1%

ゆうパックに

よる引き取り
は知ってい

たが、無料

であることは
知らなかった

4.6%

無料である

ことは知って
いたが、ゆう

パックによる

引き取りは
知らなかった

7.9%

具体的な内

容は知らな
かったが、リ

サイクルする

制度がある
ことは知って

いた
23.4%

全く知らな

かった

55.0%

(n=40000)

制度を知らない人の希望廃棄先

※ＰＣリサイクルマークが付いているパソコンの廃棄の場合

廃棄したパソ

コンのメー
カー（ゆう

パック利用）

64.1%

小売店（通販

の場合の通
信販売業者

を含む）

18.6%

自治体（市区

町村）
5.0%

不用品回収

業者（軽トラッ
ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集
めている業

者）
6.8%

無料回収場

所（空き地な
どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めて
いる場所）

4.8%

その他

0.8%

(n=398)
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廃棄経験別の退蔵理由退蔵理由

39 .0 

17.1 

27.3 

35 .9 

31 .0 

8.3 

24.7 

13.2 

19.1 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

廃棄する手続きや準備が面倒だから

引渡先まで持っていくのが面倒だから

廃棄するのに費用がかかると思うから

個人情報が漏れるのが心配だから

廃棄するきっかけがないから

適切にリサイクルされるかがわからないから

保存しておきたいデータ等があるから

どのように処分すれば良いかわからないから

予備等として保管しており、廃棄するつもりが

ないから

その他

(n=1,386)

35.2 

16.5 

27.2 

25 .8 

28.7 

6.2 

26.1 

8.5 

19.6 

40.8 

17.4 

27.3 

40 .7 

32.0 

9.3 

24.1 

15.5 

18.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

廃棄する手続きや準備が面倒だから

引渡先まで持っていくのが面倒だから

廃棄するのに費用がかかると思うから

個人情報が漏れるのが心配だから

廃棄するきっかけがないから

適切にリサイクルされるかがわからないから

保存しておきたいデータ等があるから

どのように処分すれば良いかわからないから

予備等として保管しており、廃棄するつもりが

ないから

廃棄経験あり(n=449) 3年間廃棄経験なし(n=937)
 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

③レアメタルの含有情報の共有状況 

ⅰ）レアメタルの含有状況 

パソコンのＨＤＤについては、メーカーや機種によらず全てにネオジム

磁石が使用されている。 

 

ⅱ）含有情報の活用状況 

パソコンのＨＤＤについては、メーカーや機種によらず全てにレアメタ

ルを含有していることから、レアメタルのリサイクル工程において、ネオ

ジム磁石の含有情報の共有については課題となっていない。 

 

④レアメタルリサイクルの経済性分析 

ⅰ）算定範囲と条件の設定 

評価対象範囲はパソコン（ノート型、デスクトップ型）を解体し、「基板」

「ＨＤＤ」「リチウムイオン電池」を取り出した以降とし、２０１０年と２

０２０年において「レアメタル回収なし」（ベースシナリオ）の場合と「レ

アメタル回収あり」の場合について推計を実施した。 

なお「レアメタル回収あり」については、２０１０年は手解体（シナリ

オ１）、２０２０年は機械設備導入（シナリオ２）による機械解体・機械選

別を想定している。 
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図表 2.12 パソコンの処理フローとシナリオ分岐 

解体 その他

基板

輸送

物流・金属回収（Li，Coを回収）へ

売却

：ベースシナリオとシナリオ1の分岐

HDD

輸送

Liｲｵﾝ電池

回収

売却

手選別

機械選別

基板

Taｺﾝﾃﾞﾝｻ

売却（コバルト合金として利用）

そのまま売却

物流・金属回収（Ta回収）へ

売却

：シナリオ1とシナリオ2の分岐

手選別

機械選別

非鉄

鉄等

磁石片

基板

基板濃縮物

売却

売却

物流・金属回収（Nd，Dy回収）へ

評価対象範囲

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１
ベースシナリオ

シナリオ１・２

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅱ）試算結果8 

パソコン全体での経済性については、２０１０年、２０２０年ともに「レ

アメタル回収あり」の合計収支が「レアメタル回収なし」の合計収支より

優位となることはなかった。 

図表 2.13 パソコンの経済性分析結果（２０１０年～２０２０年） 

（単位：百万円）   

２０１０年 ２０２０年
レアメタル
回収なし

手分解による
レアメタル回収

レアメタル
回収なし

機械解体による
レアメタル回収

中間処理
費用 ０ １７９ ０ ５４

収入 ９２６ ９４５ ５６８ ５７３

中間処理段階における収支 ９２６ ７６６ ５６８ ５１８

金属回収
費用 － ３８ － ３５

収入 － ５０ － ４１

金属回収段階における収支 － １２ － ６

合計収支（収入－費用） ９２６ ７７８ ５６８ ５２４

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －１４８ ー４４
 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

そこで、２０２０年における構成部品毎（基板・ＨＤＤ・リチウムイオ

ン電池）の経済性をみたところ基板については、「Ｔａコンデンサ回収あり」

が、「Ｔａコンデンサ回収なし」を上回ることはなく、ＨＤＤについても「ネ
                                                   
8本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。 
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オジム磁石回収あり」が「ネオジム磁石回収なし」を上回ることはなかっ

た。一方リチウムイオン電池については、合計収支がプラスに転じること

はないものの「湿式製錬によるＬｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収あり」が「Ｌｉ、

Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を若干上回る結果となった。 

図表 2.14 パソコンの構成部品毎における経済性分析結果（２０２０年） 

（単位：百万円）   

対象部品
基板のみを

対象とした場合
ＨＤＤのみを
対象とした場合

リチウムイオン電池のみを
対象とした場合

回収の有無
Ｔａコンデンサ

回収なし

機械解体による

Ｔａコンデンサ
回収

ネオジム磁石

回収なし

機械解体による

ネオジム磁石
回収

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収なし

湿式製錬による

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等
回収

合計収支（収入－費用） ５６４ ５２９ １０ １ －６ －５

（回収ありの全体収支）－（回収なしの合計収支） －３５ －９ ＋１
 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅲ）感度分析（回収率） 

２０２０年におけるパソコンの構成部品毎の経済性分析計結果をベース

に、回収率が変化した場合の合計収支の変化を試算したところ、基板につ

いては、回収率が向上しても「Ｔａコンデンサ回収あり」が、「Ｔａコンデ

ンサ回収なし」を上回ることはなかった。 

またＨＤＤについては、回収率が３０％以上となることで、「ネオジム磁

石回収あり」が「ネオジム磁石回収なし」より優位となることから回収率

の向上が課題となった。 

またリチウムイオン電池については、回収率が向上しても、合計収支が

プラスに転じることはないものの「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収あり」が「Ｌ

ｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を上回る結果となった。 

図表 2.15 構成部品毎における回収率による感度分析結果 

基板のみを対象とした場合 ＨＤＤのみを対象とした場合
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リチウムイオン電池のみを対象とした場合

-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

5% 10% 20% 30% 40% 50%

合
計
収
支
（収
入
－
費
用
）電
池
の
み

百
万
円

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし

湿式製錬によるＬｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 
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（４）小形二次電池9 

①使用済製品のマテリアルフロー 

使用済小形二次電池については、一般家庭及び事業者より排出され、資

源有効利用促進法に基づき、電池メーカーと電池使用製品メーカー等によ

る回収が行われており、電池単体での排出と、製品（パソコン・携帯電話

等）と一体となった排出の２通りが存在している。 

電池単体での排出の場合、電池メーカーと電池使用製品メーカー等が参

画したＪＢＲＣ（Japan Portable Rechargeable Battery Recycling Center）

により設置された回収ボックス等にてＪＢＲＣ会員である電池メーカーと

電池使用製品メーカー等の使用済小形二次電池の回収が行われている。一

方、製品と一体となった排出の場合、パソコンについては資源有効利用促

進法に基づく使用済パソコン回収スキームのなかでパソコンメーカー等に

より回収され、携帯電話については、携帯電話メーカーと通信事業者が設

立したモバイル・リサイクル・ネットワーク（ＭＲＮ）における使用済み

携帯電話の回収取組のなかで、携帯電話ショップ等での回収が行われてい

る。 

図表 2.16 小形二次電池の静脈側のマテリアルフロー 

国内リサイクル

排出

国内リユース

最終処分

海外への流出

特殊合金材料等

市町村

不要品回収業者等

小売店、メーカー等
ＪＢＲＣ、ＰＣメーカー、ＭＲＮ

リサイクル事業者

資源有効利用促進法等
によるスキーム

ユーザー
・ノートパソコン
・携帯電話
・その他

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１５回）資料より。  

なお、ＪＢＲＣが回収ボックス等を設置し回収した小形二次電池単体に

ついては、国内非鉄製錬事業者や電池リサイクル業者に引き渡されるため、

輸出されるものはほとんどない。また、メーカー等による回収スキームに

おいてパソコン・携帯電話と一体となって回収された小形二次電池につい

ても、電池の取り扱い不良等によって発火等の可能性があるため、必ず選

別され、電池リサイクル業者に引き渡されるので、輸出されるものはほと
                                                   
9小形二次電池におけるレアメタルリサイクルの経済性分析については、33 ページのパソコン、41 ペ

ージの携帯電話の経済性分析を参照。 
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んどない。 

一方、小型電子機器等と一体となって排出されたもののうち、市町村に

より最終処分場に埋め立てられてしまうものや、不用品回収業者等を通じ

て海外に流出してしまうものなども一部存在する。 

 

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より） 

ⅰ）小形二次電池回収制度の認知度 

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると資源有効

利用促進法に基づく使用済小形二次電池の回収制度の認知度は５２．８％

で、知らないと回答した人は２８．４％であった。 

 

ⅱ）廃棄先 

実際に使用済小形二次電池を廃棄した人で、その廃棄先として回収ボッ

クスや小売店等を選択した人は３５．７％で、小型電子機器等と一緒に廃

棄した人は３３．９％であった。 

 

ⅲ）使用済小形二次電池回収制度に参加・協力しやすい条件 

使用済小形二次電池の回収制度にどのような条件であれば参加・協力し

やすいか聞いたところ「回収ボックス等が近くにあること」を選択する割

合が８１．２％で最も高かった。 

図表 2.17 小形二次電池の消費者アンケート結果 

参加・協力しやすい条件認知度 廃棄先

充電式電池

を取り外し、

充電式電池

の回収ボッ

クスに廃棄

した

29.0%

充電式電池

を取り外し、

小売店等に

引き渡した

6.7%

充電式電池

を取り外し、

自治体の燃

えないごみ

等として廃

棄した

20.2%

充電式電池

を取り外し、

家に置いて

ある

9.5%

充電式電池

を入れたま

ま小型家電

ごと廃棄し

た

33.9%

その他

0.7%

(n=579)

61.1 

81 .2 

59.6 

26.1 

38.9 

5.7 

14.3 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手続きや準備が簡単で引渡しやす

い

回収ボックス等が近くにある

支払う費用がかからない

法律に基づいている

適切にリサイクルされる

引渡後の製品の行方がわかる

環境・資源効果がわかる

乾電池と同じように自治体が収集

する

(n=579)

回収が行わ

れていること

を知っていた

し、実際に

ボックス等が

設置されて

いる場所も

知っている

28.6%

回収が行わ

れていること

は知っていた

が、実際に

ボックス等が

設置されて

いる場所は

知らない

24.2%

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルする

制度があるこ

とは知ってい

た

18.8%

回収が行わ

れていること

を知らなかっ

た

28.4%

(n=40000)

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

③レアメタルの含有情報の共有状況 

ⅰ）レアメタルの含有状況 
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小形リチウムイオン電池については、コバルト含有量が高いコバルト系

正極材のほか、コバルト含有量が低い三元系正極材、ニッケル主成分のニ

ッケル系、コバルトを殆ど含有しないマンガン系正極材や鉄系正極材が存

在する。２０１０年にＪＢＲＣが回収した使用済リチウムイオン電池のう

ち、コバルト系正極材の割合は７８％※であり、コバルト系以外の正極材の

割合が増加しつつある。  

 

ⅱ）含有情報の活用状況 

電池メーカーにおいて、正極材の含有金属情報等を電池に表示する取組

を実施※しており、一部のリサイクル業

者は、その識別表示に基づき、使用済

電池を正極材の種類毎に分別して処理

を行っており、コバルトの含有情報の

共有については課題となっていない。 

※産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１７回）資料より 
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（５）携帯電話 

①使用済製品のマテリアルフロー 

携帯電話については、主に一般家庭から排出され、携帯電話リサイクル推

進協議会（ＭＲＮ・小売店等）により回収・リサイクルされる。  

携帯電話リサイクル推進協議会による回収量は７６２万台で、退蔵分を除

いた年間推計排出量２，０６８万台に対する回収率３７％となっている。 

図表 2.18 携帯電話の静脈側マテリアルフロー 

国内リサイクル ７６２万台

貴金属等

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（H23年度）資料に基づき作成。

５７２万台

国内リユース

海外への流出

携帯電話リサイクル推進協議会

最終処分 ６５４万台

ＭＲＮ・小売店等
７６２万台

ユーザー
３，６３９万台

うち退蔵、
継続保有分
１，５７２万台

うち排出分
２，０６８万台

リユース業者
輸出業者等

ＭＲＮ・小売店等
以外のルート

リサイクル事業者

市町村
６５４万台

 
なお、家庭内退蔵されるもの10が相当数存在するほか、市町村により最終処

分されるものや海外流出するものも一定量存在する。 

 

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より） 

ⅰ）携帯電話ショップ等での引き取り制度の認知度 

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると携帯電話

ショップ等での引き取り制度の認知度は６０．４％で、全く知らないと回

答した人は１９．５％であった。 

 

ⅱ）廃棄先 

使用済携帯電話を実際に廃棄した人で、その廃棄先として携帯電話ショ

ップを選択した人は８５．６％、家電量販店等が９．３％となっており、

ほとんどの消費者は携帯電話ショップ等に引き渡しているとの結果となっ

た。 

 

ⅲ）退蔵理由 

使用済携帯電話を家庭内に退蔵している人の割合は６３．９％と他の品

                                                   
10電話以外の用途での継続利用等するケースもあり留意が必要。 
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目に比べ、退蔵割合が高い。またその退蔵理由としては「保存しておきた

いデータがある」が４１．６％、「きっかけがない」が３１．５％、「個人

情報漏洩が心配」が３０％の順となっている。退蔵している人は、廃棄経

験者に比べ、個人情報の漏洩を心配している割合が倍近く高い。 

図表 2.19 携帯電話の消費者アンケート結果 

認知度 廃棄先

携帯電話・

PHS通信事
業者の専門

販売店（ドコ

モショップ、ソ
フトバンク

ショップ、ａｕ
ショップ等）

85.6%

家電量販店

等、携帯電
話・PHS通信

事業者の専

門販売店以

外の販売店

9.3%

自治体（市区

町村）
2.3%

不用品回収

業者（軽トラッ
ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集め

ている業者）

0.6%

無料回収場

所（空き地な
どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めてい
る場所）

1.6% その他

0.6%

(n=829)

個人情報保

護について
知っていた

し、携帯電

話ショップ等

で回収され

ていることも

知っていた

41.1%

個人情報保

護について
は知らな

かったが、

携帯電話
ショップ等で

回収されて
いることは

知っていた

19.3%

具体的な内

容は知らな
かったが、リ

サイクルす

る取組があ
ることは知っ

ていた
20.0%

全く知らな

かった

19.5%

(n=40000) 23.3 

14.6 

30.0 

31.5 

41.6 

7.3 

10.2 

20.9 

24.6 

14.7 

18 .5 

28.7 

41.8 

4.1 

6.7 

24.2 

22.8 

14.6 

34 .0 

32.4 

41.6 

8.5 

11.5 

19.8 

0% 20% 40% 60%

廃棄する手続きや準備が面倒だか

ら

引渡先まで持っていくのが面倒だか

ら

個人情報が漏れるのが心配だから

廃棄するきっかけがないから

保存しておきたいデータ等があるか

ら

適切にリサイクルされるかがわから

ないから

どのように処分すれば良いかわか

らないから

予備として保管、または本来の機能

とは別の用途で使用しているから

退蔵全体

(n=1,895)

廃棄経験あり

(n=491)

3年間廃棄経験なし

(n=1,404)

廃棄経験別退蔵理由

 
（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

③レアメタルリサイクルの経済性分析 

ⅰ）算定範囲とシナリオの設定 

評価対象範囲は回収された携帯電話を本体とリチウムイオン電池に仕分

けした以降とし、２０１０年と２０２０年において「レアメタル回収なし」

（ベースシナリオ）の場合と「レアメタル回収あり」の場合について推計

を実施した。 

なお「レアメタル回収あり」については、２０１０年は手解体（シナリ

オ１）、２０２０年は専用設備導入（シナリオ２）によるレアメタル回収を

想定している。 
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図表 2.20 携帯電話の処理フローとシナリオ分岐 

本体

物流・金属回収（Li，Coを回収）へ

手解体・選別

機械解体・選別 基板

Taｺﾝﾃﾞﾝｻ

売却（コバルト合金として利用）

物流・金属回収（Ta回収）へ

売却

評価対象範囲

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

ベースシナリオ

シナリオ１・２

その他

基板

Taｺﾝﾃﾞﾝｻ

売却

剥離・選別 物流・金属回収
（Ta回収）へ

ベースシナリオ・シナリオ２

Liｲｵﾝ電池

回収

仕分け

売却

売却その他

 
（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

ⅱ）試算結果11 

携帯電話全体での経済性については、２０１０年、２０２０年ともに「レ

アメタル回収あり」の合計収支が「レアメタル回収なし」の合計収支より

優位となることはなかった。  

図表 2.21 携帯電話の経済性分析結果（２０１０年～２０２０年） 

（単位：百万円）   

２０１０年 ２０２０年
レアメタル回収

なし

手分解による
レアメタル回収

レアメタル回収な
し

専用設備導入による
レアメタル回収

中間処理
費用 ４４ ５７９ ４４ ９７

収入 １，１７４ １，６３９ ９９９ ９７２

中間処理段階における収支 １，１３０ １，０６０ ９５５ ８７５

金属回収
費用 － ６５ － ４２

収入 － ９０ － ５６

金属回収段階における収支 － ２５ － １５

合計収支（収入－費用） １，１３０ １，０８５ ９５５ ８９０

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －４５ －６５
 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 そこで、２０２０年における構成部品毎（基板・リチウムイオン電池）

の経済性をみたところ、基板については、「Ｔａコンデンサ回収あり」が「Ｔ

ａコンデンサ回収なし」を上回ることはなく、リチウムイオン電池につい

ては、合計収支がプラスに転じることはないものの「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収あり」が「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を上回る結果となった。 

                                                   
11本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。 
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図表 2.22 携帯電話の構成部品毎における経済性分析結果（２０２０年） 

（単位：百万円）     

対象部品
基板（Ｔａコンデンサ）のみを

対象とした場合
リチウムイオン電池のみを

対象とした場合

回収の有無
Ｔａコンデンサ

回収なし

機械解体による
Ｔａコンデンサ

回収

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収なし

湿式製錬による
Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収

合計収支（収入－費用） ９７０ ８９７ －１５ －６

（回収ありの全体収支）－（回収なしの合計収支） －７３ ＋９
 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 
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（６）小型電子機器等 

①使用済製品のマテリアルフロー 

小型電子機器等については、主に一般家庭から排出され、大半が一般廃棄

物として自治体により埋立・焼却処理されている。国内リサイクル量は１３，

５４０万台となっている。 

図表 2.23 小型電子機器等の静脈側のマテリアルフロー 

国内リユース（※)21,719万台

最終処分 38,350万台

海外への流出 17,176万台

国内リサイクル 13,540万台

リサイクル事業者 貴金属等

市町村
41,621万台

不要品回収業者等
42,530万台

小売店等
6,725万台

ユーザー
116,957万台

うち退蔵分

26,081万台

うち排出分

90,876万台

※ＣｔｏＣ、オークション等
を含む

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（H23年度）資料に基づき作成。
※上記小委員会の検討対象品目から、携帯電話、パソコン、カー用品を除いた80品目。

 

なお、小売店等を通じてリユース・リサイクルされているものや、海外流

出しているものも存在するほか、市町村が実施する使用済小型電子機器等の

入札で、雑品として海外へ輸出する業者に買い負けてしまうことが多いとの

声があった。 

 

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より） 

ⅰ）廃棄先 

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると、使用済

小型電子機器等を実際に廃棄した人で、その廃棄先として自治体を選択し

た人は５３．７％で、小売店が２３．０％、不用品回収業者等が１７．４％

であった。 

 

ⅱ）廃棄先決定理由 

廃棄先として小売店を選択した理由として「買換えの際に案内があった

から」を選択した人が４８．１％となっており、他の廃棄先に比べて高い。 

 

ⅲ）退蔵理由 

使用済小型電子機器等を家庭内に退蔵している人の割合は３９．０％で、

その退蔵理由として「きっかけがない」が４９．５％、「手続等が面倒」が

３６．５％、「予備として保管」が２１．１％の順であった。 
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図表 2.24 小型電子機器等の消費者アンケート結果 

廃棄先選択理由廃棄先

自治体（市

区町村）

53.7%

小売店（通

販の場合の

通信販売業

者を含む）

23.0%

廃棄する製

品のメー

カー

4.7%

不用品回収

業者（軽ト

ラック等で市

中を巡回し

ながら不用

品を集めて

いる業者）

9.8%

無料回収場

所（空き地な

どでのぼり

旗をたてて

不用品を集

めている場

所）

7.6%

その他

1.2%
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たから
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買換えの際案内があったから
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から
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たから

引渡後の製品の行方がわかる

と思ったから

環境・資源対策に役立つと思っ

たから

どこに出せば良いか分からな

かったから

自治体

(n=311)

小売店

(n=133)

不用品回収業者等

(n=101)

36 .5 

15.3 

6.7 

49 .5 

10.4 

4.8 

18.8 

21 .1 

2.5 

0% 20% 40% 60%

廃棄する手続きや準備が面倒だ
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ら
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から
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どのように処分すれば良いかわか

らないから
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ら
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退蔵理由

 

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より） 

 

③レアメタルの含有情報の共有状況 

ⅰ）レアメタルの含有状況 

携帯電話・パソコンを含む電気電子機器等の基板全般については、タン

タルコンデンサーのほか、タンタルを含まないアルミ電解コンデンサ、セ

ラミックコンデンサなども電気電子機器等の基板に搭載されている。なお、

携帯電話等の一部用途においてセラミックコンデンサへの代替が進展して

いる。 

 

ⅱ）含有情報の共有状況 

現在、基板に含まれるタンタルコンデンサーの有無に関する情報共有は

行われておらず、一部のリサイクル業者の取組として、自動化装置により

タンタルコンデンサーを選別する場合や目視により手選別する場合など

様々なケースが存在する。 

今後、使用済電気電子機器等からタンタルコンデンサーを回収する前処

理の技術開発が行われ、当該技術が実用化された場合、レアメタルの含有

情報の共有は課題ではなくなる見込みである。 
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（７）超硬工具 

①使用済製品のマテリアルフロー 

超硬工具については、主に自動車メーカー等の製造事業者から排出され、

超硬工具メーカー及び回収事業者を通じて、製錬事業者や特殊鋼メーカーに

おいてリサイクルされる。国内超硬工具メーカーへの還流量は８５０トンで、

年間推計排出量に対する回収率は３０％（排出量、回収量ともに工程内スク

ラップを含む）となっている。 

図表 2.25 超硬工具の静脈側のマテリアルフロー 

廃棄等 ５４０トン

工具メーカー
１，６１０トン

※工程内スクラップ
（４７０トン）含む

海外への流出等 ２７０トン

特殊鋼メーカー
２００トン

製精錬事業者

国内事業者 ４７０トン

海外事業者 ３８０トン

超硬工具メーカー
８５０トン

（数値はタングステン純分）

回収事業者
７００トン

ユーザー
２，３８０トン

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「３Rシステム化可能性調査事業（超硬工具スクラップの回収促進事業）」（平成23年）に基づき作成。  

なお、超硬工具メーカーにて回収された超硬工具スクラップは国内製錬

または海外にて委託製錬が行われ、超硬工具原料としてリサイクルされる。 

一方で、超硬工具回収事業者にて回収された場合は、国内外製錬事業者

や国内特殊鋼メーカーへ売却される他、海外へ輸出されるケースや、リサ

イクルの必要性が認識されず、廃棄されるものが存在する。  

超硬工具協会からは、回収量増加のために超硬工具ユーザー向けの排出

ガイドラインを作成した上で、超硬工具ユーザーへの普及を実施予定であ

り、特に大口ユーザーの業界団体との連携が課題との声があった。 

 

②レアメタルの含有情報の共有状況 

ⅰ）レアメタルの含有状況 

超硬工具については、メーカー、型番によらず全ての超硬工具にタングス

テンが含有している。 

 

ⅱ）含有情報の活用状況 

超硬工具については、メーカーや用途にかかわらず、全ての使用済製品

にレアメタルを含有していることから、レアメタルのリサイクル工程にお

いて、レアメタル含有情報の共有については課題となっていない。 
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Ⅲ レアメタルのリサイクルに係る基本的な考え方 

１．レアメタルのリサイクルの必要性 

近年、新興国の経済成長に伴う資源価格の高騰や、一部の資源供給国における

資源ナショナリズムの台頭など、世界的な資源制約の高まりを背景として、資源

の安定供給確保の重要性が急速に高まっている。資源の安定供給が確保されない

場合、これを利用する我が国の主要製造業が国内で安定的に操業を継続すること

が困難になる恐れもある。特に、需要量の増加が見込まれている一方、自給率が

０～２割程度と低く、供給途絶のリスクも存在するなど、資源確保の必要性が高

いものとして特にリサイクルによる回収が重要となりうる今回検討対象とした５

鉱種（ネオジム、ジスプロシウム、コバルト、タンタル、タングステン）につい

ては、今後、これらを含有する使用済製品の排出増加が見込まれることも踏まえ

ると、資源小国の我が国においては、海外資源確保、代替材料開発・使用量削減

等の取組と並行して、リサイクルを推進することにより国内の静脈資源を最大限

活用し、多様な供給源を確保することを通じて、自給率を高めていくことが必要

である。 

レアメタルのリサイクルは、世界に遅れをとらず我が国が先駆的に取組を推進

することは、供給源の多様化に加え、環境制約・資源制約の克服に向けた静脈産

業と動脈産業の連携や静脈産業の拡大、製造業の空洞化の防止、新規事業の創出

等の観点からも重要である。また、国内でレアメタルのリサイクルを進めること

は資源外交上も有利に働く可能性があるほか、将来的には、アジアをはじめ海外

からのリサイクル原料の輸入を通じて日本が世界のリサイクル拠点となることも

期待される。更に、静脈資源の活用は、資源採取時のエネルギー・環境負荷（岩

石・土砂の採掘やエネルギー消費等）の低減の観点からも重要である。 

 

２．検討の方向性 

 これまでのリサイクル政策は、最終処分場の延命化等を目的とし、廃棄物処理

という外部費用を内部化するための社会政策という要素が主であったのに対し、

レアメタルのリサイクルは、上記のとおり資源確保の観点から更にリサイクルを

推進しようというものであり、こうした資源リサイクルにより資源のユーザーで

ある日本の先端産業ビジネスの事業の円滑化に貢献するものである。 

 

ただ、レアメタルリサイクルの現状については、レアメタルはベースメタルと

異なりリサイクル技術は開発途上であること、レアメタルを多く含む使用済製品

の排出が本格化する時期はもう尐し先であること等の課題が存在することから、
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現時点ではレアメタルのリサイクルは経済的に成り立たないケースがほとんどで

ある。一方で、経済性分析によると、これらの課題を解消することにより将来的

には経済的に成り立つ可能性がありベースメタル等に加えレアメタルも回収され

うるようになることがわかったが、その実現のためには国が主導して様々な対応

策を講じていくことが必要である。 

 上記を踏まえると、レアメタルリサイクルの促進のためには、先ず経済的に成

り立つ状況の実現を目指し、そのための課題を検討し、対応策を講じていくこと

が先決である。その上で、かかる対応策の進捗状況や効果のフォローアップを行

うこととする。その結果、仮にレアメタルの回収が進まない場合等には、その原

因を精査し、より強い措置や対応策の見直しが必要かどうかの検討が必要となる

可能性がある。 

 

３．課題と対応策 

 レアメタルリサイクルを経済的に成り立たせるための条件整備として、経済性

分析等でも見たように、規模の経済の観点からできるだけ多くの回収量を確保す

ることと、リサイクルの効率性を向上させることという観点から対策を講じるこ

とが必要不可欠である。 

 

（１）回収量の確保 

回収量を確保するためには、レアメタルを含んだ使用済製品の割合が高くな

ることと、レアメタルを含んだ使用済製品の回収量を増加させることが重要で

ある。 

 

①レアメタルを含んだ使用済製品の割合の向上 

現在排出されている製品のうちレアメタルが含有されている製品の割合は

まだ低いものの、既に市中に普及しているレアメタル含有製品は多いことか

ら、将来的にはレアメタル含有製品の排出割合が高まることが見込まれるた

め、以下②のとおり、これらの使用済製品を着実に回収することが重要とな

る。 

 

②使用済製品の回収量の増加 

使用済製品の回収量の増加のためには、使用済製品の回収が一部において

十分ではないものがあるため、これらの使用済製品の回収率を向上させると

ともに、回収されたものができるだけ海外流出等しないように対応策を講じ
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る必要がある。 

第一に、使用済製品の回収率の向上については、今回検討対象とした製品

の多くは、法律に基づく回収スキーム（自動車、家電４品目、パソコン、小

形二次電池）や、事業者の自主的取組による回収スキーム（携帯電話、超硬

工具）など既に回収ルートが存在することから、これらの回収スキームを最

大限活用して回収量の確保を図ることが有効である。しかしながら、回収ス

キーム自体の認知度が低いケースや、回収されず家庭内に退蔵されるケース

等の課題もあることから、現行回収スキームの改善策を講じること等により、

使用済製品の回収率の向上を図るべきである。加えて、回収スキームが存在

せず大半が埋立・焼却されている製品（小型電子機器等）等についても、新

たな回収スキームを構築することにより回収量の確保を図るべきである。ま

た、廃棄物の減量化による最終処分場の延命など環境上の効果を目的とした

当初のリサイクル政策の観点からも、使用済製品の回収量確保は、引き続き

さらに追求すべきである。 

第二に、海外流出等対策については、レアメタルを含む部品は有価物であ

るケースが多いため、資源確保の観点のみからその取引や海外輸出を制限す

ることは、経済原則をゆがめ、自由貿易を歪曲する可能性（ＷＴＯ協定との

整合性等）もあることに留意する必要がある。廃棄物処理法やバーゼル法等

の現行法の規制を逃れて不法に海外輸出されるケースについては、海外での

不適正な処理を防止する観点から、現行法の更なる適正な施行、運用を検討

することが必要である。こうした不法輸出を防止することにより、結果的に

海外流出の低減につながる。 

 

（２）リサイクルの効率性の向上 

リサイクルの効率性の向上のためには、使用済製品に含まれ得る有害物質等

の環境管理にも配慮しつつ、リサイクル事業者が中間処理工程や製錬工程など

で効率的に資源を選別・回収できるようにすることが重要であり、そのために

は、リサイクルの技術開発の推進のほか、どの部品にどの資源が使用されてい

るかが容易に判別できるよう含有情報の共有、解体しやすい設計上の工夫等の

課題を解決していく必要がある。 

 

①リサイクル技術の開発 

技術開発については、鉱種・製品・リサイクル工程毎に進捗状況は異なる

ものの、中間処理段階を中心として必ずしも効率的に解体・選別するための



49 

 

技術が確立していないことから、技術課題や目標を評価・整理し、今回新た

にレアメタルリサイクルに係る技術開発ロードマップを作成したところであ

り、今後は、当該技術開発ロードマップに沿って、官民連携して効果的に技

術開発・実証を進めていく必要がある。 

 

②レアメタル含有情報の共有 

含有情報の共有については、含有情報がないためにリサイクルを阻害する

成分の混入状況を確認する必要性が生じるケースがあるなど、リサイクルの

効率性を阻害する課題がある。そのため企業秘密に配慮しながら工夫をして

共有を進めている先進的な事例を国が情報提供するなどにより、含有情報の

共有に係る取組を拡大していく必要がある。 

 

③易解体設計の推進 

易解体設計の推進については、静脈企業側のニーズと動脈企業側の設計と

の調整の円滑化のために、例えば国が主導して動脈企業と静脈企業の連携を

深めるための場を設けるなどして、動脈企業と静脈企業の意思疎通の円滑化

を進めていく必要がある。 

 

（３）レアメタルの回収が進むまでの準備（資源循環実証事業） 

上記（１）や（２）の対策を講じることにより将来的にはレアメタルの回収

が経済的に成り立つ可能性はあるものの、それが実際に進むまでの準備として、

回収から再利用まで関係者が実際に取り組んでみることが重要である。 

そのため、国主導の下、使用済製品の回収から選別、再資源化、再利用に至

るまでの一連のプロセスを各関係事業者の参加を得て資源循環実証事業を実施

していくことが必要である。さらに、この実証事業を通じて、動脈・静脈双方

の事業者における経験・ノウハウの蓄積や新たな課題の抽出やその対策等の検

討を行うことが可能となる。 

 

上記（１）～（３）の対策の実施については、レアメタルを含む使用済製品

の排出が本格化してくる２０１０年代後半までの間を「条件整備集中期間」と

位置付け、国主導の下に産学とも連携しつつ条件整備に向けたこれらの対策を

集中的に講じることとする。 
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（４）進捗状況等のフォローアップ 

前述の対策が確実に取り組まれるように、課題毎に必要に応じ別途検討の場

での議論を踏まえ、本合同審議会において対策の進捗状況やその効果について、

海外資源確保や代替材の開発等の進捗等を踏まえつつ、定期的にフォローアッ

プすることにより、PDCA（Plan, Do, Check, Action）を実施することも重要で

ある。 

また、条件整備集中期間において国が中心となってこうした対策を講じるこ

とにより、経済的に成り立つようになりレアメタルも回収されるようになるこ

とを目指すものの、仮にフォローアップによる PDCA の結果として、レアメタル

の回収が進まない場合や、我が国へのレアメタルの供給途絶等により需給が更

に逼迫した場合等には、レアメタルの回収を進める上での課題を精査した上で、

例えばレアメタルの回収を強制するなど資源確保の観点から更に強い措置や対

応策の見直し等の検討が必要となる可能性がある。 

なお、その検討にあたっては、製造事業者・消費者等にリサイクルを義務付

けてきた現行リサイクル制度における外部費用の内部化の観点に加え、リサイ

クルによって得られる資源の利用主体が製造事業者等であるという点も踏まえ、

その必要性について見極めていく必要がある。 

 

以上を踏まえ、今回検討対象とした５鉱種を含む主な製品・部品（次世代自

動車、家電４品目、パソコン、電気電子機器全般、小形二次電池、超硬工具）

等について、検討すべき具体的な対応策は以下のとおり。 
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Ⅳ 当面の具体的な対応策 

１．使用済製品の回収量の確保 

（１）現行回収スキーム等の強化 

①パソコン（鉱種：Nd, Dy, Co, (Ta)） 

資源有効利用促進法に基づき製造事業者等が回収・リサイクルしているが、

回収率12は約１０％にとどまっており、回収率を向上させるための具体的な対

応策について検討するべきである。その際、具体的な対応策として以下のよ

うな論点について検討し、今年度中を目途に一定の結論を得るべきである。 

・使用済パソコンを家庭内退蔵する理由として、排出手続きや準備の面倒さ、

個人情報漏洩の懸念を挙げる消費者が一定程度存在することから、使用済

パソコンの排出までの作業・手続きを消費者の視点から判りやすくする余

地がないかなどを検証する他、引き取った使用済製品について製造事業者

等が講じる個人情報保護措置の制度的担保化、消費者への普及啓発等を通

じた退蔵製品の排出促進を図るべきである。 

・小売店で引き取られる使用済製品やリース・レンタル業者等からの使用済

製品の排出割合が高いことから、これらの事業者において排出後の処理実

態を把握するとともに、排出者責任の考え方にも留意しつつ一定水準の再

資源化の取組を検討すべきであり、製造事業者等においてもこれらの事業

者からの回収を促進するための具体的な方策を検討すべきである。 

・製品区分が曖昧なタブレット型端末の急速な市場拡大を踏まえ、消費者の

利便性等の観点から携帯電話とパソコンの製品区分方法について整理を行

うべきではないか。かかる整理を踏まえ、現行制度の対象外となっている

重量が１ｋｇ以下のパソコンも含め、現行スキームにより回収すべきと整

理されるものについては制度の対象とするべきである。 

・アンケート調査により消費者における制度の認知度は約２０％と他の製品

に比べ低いため、制度の認知度向上に向けて消費者への更なる普及啓発を

推進すべきである。 

     

②家電４品目（鉱種：Nd, Dy） 

家電リサイクル法に基づく回収率は約８５％13であり、平成２０年に取りま

とめられた「家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」

                                                   
12年間推計排出量から退蔵分及びリユース分を除いたものを分母としたもの。なお、分母には一部有価

取引のものを含むことに留意が必要。以下同じ。 
13回収率の推計の対象年度は平成22年度であり、家電エコポイント制度の対象期間となる。なお、回収

率は、リユース分を除いたものを分母としている。 
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に基づき、消費者の適正排出の一層の推進等を引き続き進めるべきである。 

 

③小形二次電池（鉱種：Co） 

・使用済製品から小形二次電池を取り外さずに排出する消費者が約３４％存

在することや、回収拠点の場所など制度内容の認知度向上の余地があるこ

とを踏まえ、消費者に対する制度内容も含めた普及啓発（電池取り外しの

必要性、回収拠点の場所、電池の取外し時や取外し後の電池の安全性の確

保等）等を推進すべきである。 

・資源有効利用促進法に基づく小形二次電池の回収スキームについては、消

費者アンケートにおいて、回収ボックスが近くにあることを参加・協力の

条件とする割合が高く、製造事業者等による回収拠点の拡大の取組を引き

続き推進すべきである。 

・使用済製品から小形二次電池を取り外して排出することが原則であるもの

の、やむを得ず製品と一体となって排出された小形二次電池についても、

回収後に安全に取り外せる場合は可能な限り取り外してリサイクルルート

に乗せることが重要である。このため、今後、小型電子機器等リサイクル

法において製品と一体となって回収された小形二次電池についても、資源

有効利用促進法に基づく回収ルートの活用も含めその取扱いについて検討

すべきである。 

 

④携帯電話（鉱種：Co, (Ta)） 

・モバイル・リサイクル・ネットワークが、自主的取組として携帯電話ショ

ップ等での回収を推進しており、更に量販店など他の携帯電話販売事業者

等も加わり昨年７月に新たに立ち上がった携帯電話リサイクル推進協議会

の活動を通じて、更なる回収量の向上を目指すべきである。 

・使用済製品を家庭内退蔵する理由として個人情報漏洩の懸念を挙げる消費

者が一定程度存在することから、現行回収スキームにおける個人情報保護

対策（及び当該措置の周知）等を通じた退蔵製品の排出促進を図るべきで

ある。 

・携帯電話ショップ等における消費者への声がけの実施などの普及啓発を引

き続き推進するべきである。 

 

⑤超硬工具（鉱種：W） 

超硬工具メーカーが中心となって使用済超硬工具の回収に取り組んでいる
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が、回収率は約３０％であり、更なる回収率向上を図るため、超硬工具協会

が作成した「使用済み超硬工具のリサイクル促進に向けた選別・保管・処分

に関するガイドライン」の工具ユーザーへの普及を徹底することにより、適

切な分別やメーカーへの引き渡しを推進すべきである。また、超硬工具の大

口ユーザーの協力を得るべく、今夏から国や超硬工具協会が関係団体等に対

して働きかけを始めるべきである。 

 

（２）新たな回収スキームの構築 

①小型電子機器等の回収スキーム構築（鉱種：Co, (Ta)） 

現在、使用済小型電子機器等の大半が一般廃棄物として自治体により埋

立・焼却処理されているため、本年８月に成立した使用済小型電子機器等の

再資源化の促進に関する法律による新たな回収スキームを構築するとともに、

当該制度への自治体の参加及び小売店の協力促進を図り、回収・リサイクル

を促進することが重要である。 

 

②次世代自動車の駆動用電池回収スキームの構築（鉱種：Co） 

本年２月に、使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則（平成十四

年経済産業省・環境省令第七号）第九条第二号が改正され、事前回収物品と

して駆動用電池であるリチウムイオン電池等が追加された。このことを踏ま

え、自動車メーカー等においては、使用済リチウムイオン電池等の回収を実

施しており、今後、使用済リチウムイオン電池等の排出増加を見据えて、全

国的な回収スキームの構築・効率化を進めるべきである。 

 

（３）違法回収や不適正な輸出の取締強化等の海外流出の防止 

①違法な不用品回収業者の取締強化（鉱種：Nd, Dy, Co, (Ta)）（製品：家電、

パソコン、小型電子機器等） 

使用済製品が、現行回収スキームに基づいて回収されずに、不用品回収業

者により回収されるものが一定程度存在する。このうち一部については、廃

棄物処理法に違反した不用品回収業者により回収され、結果的に不適正な処

理が行われることや海外へ不法輸出される可能性が指摘されていることから、

こういった違法な不用品回収業者の取締を強化するため、家電４品目以外に

ついても使用済製品の廃棄物該当性を明確化し、廃棄物処理法による取締を

強化することが必要である。 
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②バーゼル法・廃棄物処理法の運用強化（鉱種：Nd, Dy, (Ta)）（製品：家電、

パソコン、小型電子機器等、自動車） 

使用済製品・部品の輸出に当たっては、バーゼル法及び廃棄物処理法の規

制を受ける可能性があるため、海外における不適正な処理を防止する観点か

ら、これらの法律の更なる適正な施行、運用等を検討することが必要である。

具体的には、実際には中古品ではないにもかかわらず中古品と称して脱法的

に輸出されることを防ぐため、中古品判断基準を策定するとともに、これま

では明確ではなかった有害物質の含有分析対象部位や分析手法を明確化する

ことが適当である。特に自動車部品に関しては、既に再生資源として輸出す

る者向けに有害物質の含有に関する情報を記した文書14を発出しており、毎年

行っているバーゼル法等の全国説明会を通じて周知を図るなど、有害物質の

含有によりバーゼル法の規制対象となる場合において、同法に基づく手続の

遵守徹底を図るべきである。こうした取組により、結果的に国内での回収量

確保も促進されることが期待される。 

 

③自動車リサイクル法の遵守徹底（鉱種：Nd, Dy, Co） 

使用済自動車について、エアバッグ類等が未処理状態で解体部品として不

法輸出されているケースが存在することから、関係機関（税関や都道府県等）

と連携して自動車リサイクル法の遵守を徹底し、不正輸出の防止を図るべき

である。こうした不法輸出の防止により、結果的に国内資源循環も促進され

ることが期待される。 

 

（４）消費者等への情報提供（鉱種：共通）（製品：共通） 

消費者等の排出者に対して、製品の環境性能の向上などレアメタルの重要性

に係る理解促進や、適正な回収ルートへの排出促進を図るため、リサイクルが

資源確保のほか、資源採取時や廃棄削減による環境負荷低減等に資すること、

製品に含まれる資源の価値、退蔵製品の排出促進、適正な排出ルート、違法な

不用品回収業者に対する注意喚起、実証事業等におけるレアメタルリサイクル

に係る事業者の取組等について、消費者団体等とも連携して国が情報提供を行

うことが重要である。このため、国は今年度より消費者団体等が全国で行うセ

ミナーでの説明を進めるほか、冊子やホームページなど発信ツールの作成を行

うべきである。 

                                                   
14経済産業省ＨＰ「自動車部品を再生資源として輸出される方へ」

（http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/admin_info/law/10/pdf/pamph_autoparts.pdf） 

http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/admin_info/law/10/pdf/pamph_autoparts.pdf
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２．リサイクルの効率性の向上 

（１）技術開発の推進（鉱種：共通）（製品：共通） 

これまで取り組まれてきたレアメタルリサイクル技術と今後の課題について、

鉱種・製品・リサイクル工程毎に評価・整理し、今回新たにレアメタルリサイ

クルに係る技術開発ロードマップ（別紙参照）を作成した。個々の技術開発の

進捗状況は、①要素技術が確立しておらず、技術開発が必要なもの、②要素技

術は確立しているが、実用化には至っておらず、当該技術を活用した実証を行

う必要があるもの、③既に実用化されているもの（更なる効率化を図るものを

含む）の３段階に整理されるが、中でも未だ実用化されていない技術（①及び

②）については、使用済み製品の排出が本格化するまでの条件整備集中期間に

実用化を目指すべきである。今後は、当該ロードマップに沿って官民連携して

技術開発・実証を進めるとともに、その過程で更なる技術課題を明らかにし、

ロードマップに更に反映しながら、計画的かつ効率的に技術開発・実証を進め

るべきである。 

 

（２）レアメタルの含有情報の共有 

製品の年式等によりレアメタルの含有部品・非含有部品が混在する部品等に

ついては、レアメタルのリサイクルを行うに当たって、レアメタル含有部品を

分別する場合等に含有情報が必要となるケースが存在する。既に行われている

先行事例も参考にしつつ、以下の製品・部品についてメーカーとリサイクル事

業者間など特定の関係者間で含有情報の共有を行うべきである。またその参考

の用に供するため、国は事業者間での情報共有方法の具体的事例を収集し、情

報提供するほか、資源循環実証事業の中に参加メーカーとリサイクル事業者と

で構成する協議の場を設置し、具体的に課題や対応策の検討を進めるべきであ

る。なお、含有情報の共有に当たって、不特定多数へ情報開示する場合に、国

際競争や市況等に影響を及ぼす可能性があることにも留意すべきである。 

 

①次世代自動車（鉱種：Nd, Dy, Co） 

解体業者において、レアメタル含有部品・非含有部品の効率的な分別に資

するため、自動車メーカーと解体業者との間でレアメタル含有情報の共有を

進めるべきである。具体的には、自動車リサイクルシステムのウェブサイト

等を通じて、リサイクルに適した部品を対象として、レアメタル含有の有無

に係る情報を自動車メーカーから解体業者に対して提供していく等の取組が

有効である。 
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また、次世代自動車用リチウムイオン電池については、製錬業者において、

有価金属の含有量やリサイクルを阻害する成分の混入状況を事前に把握し、

効率的なリサイクルを行うため、駆動用電池メーカーと製錬業者との間で、

製造工程で発生する屑や不良品等の含有情報の共有を図ることが有効である。

このため、二社間での秘密保持契約の活用等により、含有情報を共有する取

組を更に進めるべきである。 

 

②大型家電（鉱種：Nd, Dy） 

エアコンのコンプレッサーについて、レアメタル含有部品・非含有部品の

効率的な分別に資するため、メーカーから中間処理業者に対する含有部品の

品番等の情報提供や二社間での秘密保持契約の締結など、先行事例を参考に

しつつ、メーカーとリサイクル業者との間で含有有無情報を共有していくべ

きである。具体的には、グループ内企業間（メーカーとリサイクルプラント

間）でネオジム磁石の含有有無情報を共有するとともに、メーカーと、リサ

イクルプラントから引き渡されたコンプレッサーからのレアメタルのリサイ

クルに取り組む特定の中間処理業者との間でも、秘密保持契約の締結等によ

り含有有無情報の共有を推進すべきである。 

 

（３）易解体設計の推進等（鉱種：共通）（製品：共通） 

レアメタルのリサイクルを行う上で、効率的な処理を行う観点から、レアメ

タル含有部品の取り外し・解体の容易化を行うことが重要である。このため、

製品の特性に応じて、リサイクル業者における製品設計へのニーズを、メーカ

ー側と摺り合わせることによる易解体設計の推進や、メーカーからリサイクル

業者への解体方法に係る情報提供等について、動脈企業と静脈企業との連携が

必要である。静脈企業側のニーズと動脈企業側の設計との調整の円滑化のため

に、先ずは資源循環実証事業の中に参加メーカーとリサイクル事業者とで構成

する協議の場を設け、具体的に課題や対応策の検討を進めるべきである。 
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３．事業者によるレアメタルリサイクルへの先行的取組の推進 

（１）資源循環実証事業（鉱種：Nd, Dy, Co, W）（製品：共通） 

上記１．～２．にある対策を講じることにより将来的にはレアメタルの回収

が経済的に成り立つ可能性はあるものの、それが実際に進むまでの準備として、

使用済製品の回収業者、前処理を行う中間処理業者、後処理を行う製錬業者、

リサイクル材を原材料として使用するメーカー等の動脈・静脈の一連の関係者

の参加の下に官民連携して、資源循環の実証事業を行うことが有効である。多

様な関係者が連携して実際にリサイクルを実施する過程で、具体的には経済性

分析で見られたように中間処理段階と金属回収段階の利益配分の工夫をどのよ

うに行うか、どの程度の回収量が確保できれば新たに設備導入して採算性を確

保できるか、どのような物流網を構築すれば効率的か、個々の作業に実際にか

かるコストはどの程度か、技術開発している設備を動かしてみて更なる課題は

どこか、含有情報の共有の進め方、易解体設計のあり方などの課題に関して、

具体的に検討・解決を行うことが期待される。 

また、この実証事業により、動脈・静脈双方の事業者における経験・ノウハ

ウの蓄積、新たな課題の抽出やその対策の検討にも資するとともに、参加事業

者以外の事業者へのＰＲ効果も働き、国内でレアメタルリサイクルに取り組む

事業者の裾野の拡大・波及も期待される。 

なお、５つの鉱種の中でタンタルについては、経済性分析等も踏まえ、まず

はリサイクル技術の開発に重点的に取り組むことが最優先であることから、技

術開発の進捗状況を踏まえた上で実証事業についても検討していくべきである。 

図表 関係者による資源循環実証事業の取組イメージ 
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（２）国内でレアメタルのリサイクルに取り組む事業者の表彰等（鉱種：共通）

（製品：共通） 

国内でレアメタルのリサイクルに取り組む事業者の裾野を広げるために、 

事業者が国内でリサイクルに取り組むインセンティブとして、国等が国内でレ

アメタルのリサイクルに取り組む事業者の取組事例を対外的に紹介したり表彰

等を行うことが有効と考えられる。 

具体的には、国がレアメタルのリサイクルに取り組む事業者の事例を収集し

て国や関係団体のホームページなどで取組を紹介するほか、特に優れた事業者

の取組に対しての表彰（資源循環表彰制度（仮称））を来年度にも実施するべき

である。 
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４．対策の進捗状況等のフォローアップの実施 

 以上のような対策が確実に取り組まれるように、課題毎に必要に応じ別途検討

の場での議論を踏まえ、本合同審議会において、回収率向上策の進捗状況や実際

の回収率の動向はどうなっているか、リサイクル技術開発等がロードマップに沿

って計画通りに進捗しているか、新たな課題は発生していないか、資源循環実証

事業の実施状況やその結果はどうなっているか等について、製品や鉱種の特性を

踏まえつつ、半年に一度程度を目途に定期的にフォローアップすることにより、

PDCA（Plan, Do, Check, Action）を実施することは有効である。 

また、今回検討対象としている製品のほかにも、産業機械や風力発電機などレ

アメタルが使用されているものがありうることや、現在回収が進んでいる貴金属

やベースメタルを含め５鉱種のほかにも資源確保の必要性が更に高まるものがあ

りうることから、引き続き資源の需給動向や使用状況、排出・リサイクルの実態

把握を行い、必要に応じて、今回検討対象とした鉱種・製品以外についても、リ

サイクルを促進するための対応策を検討すべきである。 
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Ⅴ 中長期的な方向性 

「Ⅳ 当面の具体的な対応策」に示した対応策を条件整備集中期間に講じること

により２０１０年代後半には、使用済製品の回収量の増加やリサイクルの効率性の

向上、資源循環実証事業等の取組による効果を得て、レアメタルのリサイクルが経

済的に成り立つ状況を目指していくこととなる。 

ただし、中長期的には、これらの対応策に対するフォローアップによる PDCA の

結果、当面の対応策を実施してもなおレアメタルのリサイクルが進まない場合や、

我が国へのレアメタルの供給途絶等により需給が更に逼迫した場合等には、レアメ

タルの回収を進める上での課題を精査した上で、例えばレアメタルの回収を強制す

るなど資源確保の観点から更に強い措置や対応策の見直し等の検討が必要となる

可能性がある。 

なお、その検討にあたっては、製造事業者・消費者等にリサイクルを義務付けて

きた現行リサイクル制度における外部費用の内部化の観点に加え、リサイクルによ

って得られる資源の利用主体が製造事業者等であるという点も踏まえ、その必要性

について見極めていく必要がある。 
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別紙 技術開発ロードマップ15 

１．ネオジム（Ｎｄ）、ジスプロシウム（Ｄｙ） 

（１）現状技術の評価結果 

①前処理技術 

使用済ハードディスクについては、分解・脱磁・選別により、また、使用

済エアコン・コンプレッサーについては、分解・脱磁・取り外しによりネオ

ジム磁石を回収する要素技術が各々開発されており、実用化に向けた実証が

進められている。  

一方、使用済斜めドラム式洗濯機モーターについては、加熱脱磁・取り外

しにより、また、自動車の使用済電動パワーステアリングモーターや次世代

自動車の使用済駆動用モーターについては、分解・脱磁・取り外しによりネ

オジム磁石を回収する要素技術が各々開発されているものの、今のところ実

用化に向けた実証は行われていない。 

 

②後処理技術 

使用済ネオジム磁石から磁石合金原料（ネオジム、ジスプロシウム）を回

収する後処理技術は実用化されているが、多量の薬品を使用し、エネルギー

消費量が多く、発生するフッ化水素の対策が必要であるなど、更なる効率化

等の余地がある。 

 

（２）今後取り組むべき技術課題 

①前処理技術 

使用済ハードディスク、使用済エアコン・コンプレッサー、次世代自動車

の使用済駆動用モーターからネオジム磁石を回収する要素技術は各々開発さ

れていることから、引き続き実用化に向けた実証が必要である（次世代自動

車の使用済駆動用モーターについては、処理プロセスの自動化等による低コ

ストプロセスの実用化が必要）。  

一方、使用済斜めドラム式洗濯機モーターや使用済電動パワーステアリン

グモーターについては、現時点においてネオジム磁石が使用された当該製

品・部品の普及率がまだ低いことから、実証を開始するかどうかについては、

今後の当該製品・部品の普及動向を見極める必要がある。 

 

②後処理技術 

使用済ネオジム磁石から磁石合金原料（ネオジム、ジスプロシウム）を回

収する後処理技術は実用化されていることから、当該技術の活用が可能であ

                                                   
15使用済み製品中のレアメタル等を対象としたリサイクル技術・システムに関する動向調査（独

立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）における有識者委員会（委員長：中村 崇 東

北大学 多元物質科学研究所 教授）にて検討されたもの。 



62 

 

る。  

なお、当該技術の更なる効率化など、技術向上を図るための技術課題とし

て、分離性能に優れた抽出剤の開発などがある。  

 

（３）技術開発ロードマップ 

ネオジム（Ｎｄ）、ジスプロシウム（Ｄｙ）に係る２４年度以降のロードマッ

プは別紙図表１のとおり。 

 

別紙図表１ ネオジム、ジスプロシウムに係る技術開発ロードマップ 

対象製品・部品 技術水準
※

２４年度
（２０１２）

２５年度
（２０１３）

２６年度
（２０１４）

２７年度
（２０１５）

２８年度
（２０１６）

２９年度
（２０１７）

３０年度
（２０１８）

３１年度
（２０１９）

前
処
理

ハードディスク

②

エアコン・

コンプレッサー
モーター ②

斜めドラム式
洗濯機モーター ②

電動パワー
ステアリング
モーター

②

次世代自動車
駆動用モーター

②

後
処
理

ネオジム磁石
③

④

分解・脱磁・選別によりネオジム磁石を回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が必要。

分解・脱磁・取り外しによりネオジム磁石を回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が必要。

加熱脱磁・取り外しによりネオジム磁石を回収する要素技術は開発されているが、実証を開始するかどうかは、今後
の当該製品の普及動向を見極める必要がある。

分解・脱磁・取り外しによりネオジム磁石を回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が必要（処理プ
ロセスの自動化等による低コストプロセスの実用化が必要）。

使用済みのネオジム磁石から磁石合金原料（ネオジム、ジスプロシウム）を回収する後処理技術は実用化されており、
当該技術の活用が可能。

※技術水準 ①：これから技術開発が必要なもの又は技術開発中のもの、②：要素技術は開発済みで、これから実証が必要なもの又は実証中のもの、 ③：実用化されているもの、
④：実用化されているが更なる効率化など、技術向上を図るもの

＜更なる効率化など、技術向上のための技術課題＞
・安価な抽出剤や、ネオジムとプラセオジムの分離性能に優れた抽出剤
・ネオジム磁石とその他磁石の選別技術
・省ジスプロシウム磁石のリサイクルのための粉砕技術
・省エネルギー・無公害型の新たな電解プロセス

分解・脱磁・取り外しによりネオジム磁石を回収する要素技術は開発されているが、実証を開始するかどうかは、今後
の当該部品の普及動向を見極める必要がある。
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２．コバルト（Ｃｏ） 

（１）現状技術の評価結果 

①前処理技術 

使用済小形リチウムイオン電池については、機能破壊、溶媒除去、ケース

処理を兼ねた焼却、破砕、選別によりコバルト含有活物質を回収する技術が

実用化されているが、使用済電気電子機器等の内部に組み込まれた電池を簡

便に取り出す技術は存在していない。  

また、次世代自動車の使用済ニッケル水素電池については、機能破壊、溶

媒除去、ケース処理を兼ねた焼却、破砕、選別によりコバルト含有活物質を

回収する技術が実用化されている。  

一方で、次世代自動車の使用済リチウムイオン電池については、機能破壊、

溶媒除去、ケース処理を兼ねた焼却、破砕、選別によりコバルト含有活物質

を回収する要素技術が開発されているものの、今のところ実用化に向けた実

証は行われていない。  

 

②後処理技術 

次世代自動車の使用済ニッケル水素電池から回収したコバルト含有活物質

からコバルトを回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が

進められている。 

また、使用済小形リチウムイオン電池や次世代自動車の使用済リチウムイ

オン電池から回収したコバルト含有活物質からコバルトを回収する要素技術

は開発されており、実用化に向けた実証が進められている。（当該技術により、

コバルト以外の金属も回収する場合は、よりコストがかかる）。  

 

（２）今後取り組むべき技術課題 

①前処理技術 

使用済小形リチウムイオン電池については、使用済電気電子機器等の内部

に組み込まれた電池を簡便に取り出す技術の開発が必要である。  

次世代自動車の使用済ニッケル水素電池からコバルト含有活物質を回収す

る技術は実用化されていることから、当該技術の活用が可能である。 

また、次世代自動車の使用済リチウムイオン電池からコバルト含有活物質

を回収する要素技術は開発されていることから、引き続き実用化に向けた実

証が必要である（事前の有価物濃縮や禁忌成分除去等による省エネルギー型

プロセスの実用化が必要）。  

 

②後処理技術 

次世代自動車の使用済ニッケル水素電池から回収されたコバルト含有活物

質からコバルトを回収する要素技術は開発されていることから、引き続き実
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用化に向けた実証が必要である。 

また、使用済小形リチウムイオン電池や次世代自動車の使用済リチウムイ

オン電池から回収されたコバルト含有活物質からコバルトを回収する要素技

術は開発されていることから、引き続き実用化に向けた実証が必要である。

（三元系正極材リチウムイオン電池の低コストプロセスの実用化が必要）。 

 

（３）技術開発ロードマップ 

コバルト（Ｃｏ）に係る２４年度以降のロードマップは別紙図表２のとおり。 

 

別紙図表２ コバルトに係る技術開発ロードマップ 

対象製品・部品 技術水準
※

２４年度
（２０１２）

２５年度
（２０１３）

２６年度
（２０１４）

２７年度
（２０１５）

２８年度
（２０１６）

２９年度
（２０１７）

３０年度
（２０１８）

３１年度
（２０１９）

前
処
理

小形リチウム
イオン電池

①

次世代自動車
ニッケル水素
電池 ③

次世代自動車
リチウムイオン
電池 ②

後
処
理

ニッケル水素電
池のコバルト
含有活物質 ②

リチウムイオン
電池のコバルト
含有活物質 ②

焼却・破砕・選別によるコバルト含有活物質の回収技術は実用化されているが、使用済電気電子機器等の内部に組み
込まれた小形リチウムイオン電池を簡便に取り出す技術の開発が必要。

焼却・破砕・選別によるコバルト含有活物質の回収技術は実用化されており、当該技術の活用が可能。

焼却・破砕・選別によりコバルト含有活物質を回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が必要（事前
の有価物濃縮や禁忌成分除去等による省エネルギー型プロセスの実用化が必要）。

コバルト含有活物質からコバルトを回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が必要。

コバルト含有活物質からコバルトを回収する要素技術は開発されており、実用化に向けた実証が必要（三元系正極材
リチウムイオン電池の低コストプロセスの実用化が必要）。

※技術水準 ①：これから技術開発が必要なもの又は技術開発中のもの、②：要素技術は開発済みで、これから実証が必要なもの又は実証中のもの、 ③：実用化されているもの、
④：実用化されているが更なる効率化など、技術向上を図るもの
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３．タングステン（Ｗ） 

（１）現状技術の評価結果 

使用済超硬工具から超硬合金原料（タングステン）を回収する技術として、

亜鉛処理法や化学処理法が実用化されている。  

亜鉛処理法については、薬品や排水処理が不要であり、処理コストの面で優

れているが、使用済超硬工具の組成のままの再生粉末しか得られず用途が制限

される。また、品質の制御が難しいため、投入する原料の組成に応じて事前に

使用済超硬工具の分別作業が必要であるが、現在は人手で行われていることか

ら、工具の分別に係るコストは嵩む。  

他方、化学処理法については、使用済超硬工具の組成にかかわらず、また、

研磨屑からでもバージン原料と同等品質で汎用性の高い中間原料（パラタング

ステン酸アンモニウムや三酸化タングステン）が得られる。最近、処理プロセ

スを簡略化し、省エネルギー化を図った高効率プロセスが実用化されている。 

 

（２）今後取り組むべき技術課題 

使用済超硬工具から超硬合金原料（タングステン）を回収する技術は実用化

されていることから、引き続き当該技術によるリサイクルを進めていく必要が

ある。  

なお、当該技術の更なる効率化など、技術向上を図るための技術課題として、

使用済超硬工具を材質別に選別する技術や、タングステンカーバイドとサーメ

ットの複合材料からの超硬合金原料の再生技術などがある。 

  

（３）技術開発ロードマップ 

タングステン（Ｗ）に係る２４年度以降のロードマップは別紙図表３のとお

り。 

 

別紙図表３ タングステンに係る技術開発ロードマップ 

対象製品・部品 技術水準
※

２４年度
（２０１２）

２５年度
（２０１３）

２６年度
（２０１４）

２７年度
（２０１５）

２８年度
（２０１６）

２９年度
（２０１７）

３０年度
（２０１８）

３１年度
（２０１９）

超硬工具
（超硬合金） ③

④

使用済みの超硬合金から超硬合金原料（タングステン）を回収する技術として亜鉛処理法や化学処理法が実用化され
ている。

＜更なる効率化など、技術向上のための技術課題＞
・使用済超硬工具の材質別選別技術
・タングステンカーバイドとサーメットの複合材料からの超硬合金原料の再生技術

※技術水準 ①：これから技術開発が必要なもの又は技術開発中のもの、②：要素技術は開発済みで、これから実証が必要なもの又は実証中のもの、 ③：実用化されているもの、
④：実用化されているが更なる効率化など、技術向上を図るもの  
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４．タンタル（Ｔａ） 

（１）現状技術の評価結果 

①前処理技術 

使用済電気電子機器等を解体し、効率的に電子基板を選別回収する技術は

存在していない。また、廃電子基板から電子素子を剥離し、剥離した電子素

子からタンタルコンデンサーを選別濃縮する要素技術は開発されているが、

電子基板の種類等によって電子素子が剥離しにくい場合があるほか、タンタ

ルコンデンサー以外の多様な電子素子・部品の選別濃縮には対応していない。 

更に、多様な電子素子・部品の剥離・選別濃縮の処理プロセス全体につい

て、システムの最適化が図られていない。  

 

②後処理技術 

使用済タンタルコンデンサーから酸化タンタルや炭化タンタルを回収する

後処理技術は実用化されているが、処理プロセスにおいてフッ酸を使用する

ことや、多量のアンモニアの処理が必要であるなど、更なる効率化等の余地

がある。  

 

（２）今後取り組むべき技術課題 

①前処理技術 

使用済電気電子機器等を解体し、効率的に電子基板を選別回収する技術、

多様な電子基板からでも効率的に電子素子を剥離する技術、タンタルコンデ

ンサーを含む多様な電子素子・部品を総合的に選別濃縮する技術の開発が必

要である。  

更に、使用済電気電子機器等の解体から、多様な電子素子・部品の剥離・

選別濃縮までの処理プロセス全体について、システムの最適化が必要である。 

  

②後処理技術 

使用済タンタルコンデンサーからタンタルを回収する後処理技術は実用化

されており、当該技術の活用が可能である。  

なお、当該技術の更なる効率化など、技術向上を図るための技術課題とし

て、フッ素やアンモニア等の副産物処理の低コスト化や、タンタルに加え、

銀も回収可能な分離システムの追加などがある。  

 

（３）技術開発ロードマップ 

タンタル（Ｔａ）に係る２４年度以降のロードマップは別紙図表４のとおり。 
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別紙図表４ タンタルに係る技術開発ロードマップ 

対象製品・部品 技術水準
※

２４年度
（２０１２）

２５年度
（２０１３）

２６年度
（２０１４）

２７年度
（２０１５）

２８年度
（２０１６）

２９年度
（２０１７）

３０年度
（２０１８）

３１年度
（２０１９）

前
処
理

電気電子機器
等の電子基板

①

後
処
理

タンタル
コンデンサー ③

④

使用済電気電子機器等を解体し効率的に電子基板を選別回収する技術、多様な電子基板からでも効率的に電子素
子を剥離する技術、タンタルコンデンサーを含む多様な素子・部品を総合的に選別濃縮する技術の開発を行うととも
に、これら技術による処理プロセス全体のシステムの最適化を行う必要がある。

使用済みのタンタルコンデンサーからタンタルを回収する後処理技術は実用化されており、当該技術の活用が可能。

＜更なる効率化など、技術向上のための技術課題＞
・フッ素やアンモニア処理の低コスト化技術
・タンタルコンデンサーからタンタルに加え、銀も回収可能な分離システム
・フッ酸を使用しない安価な溶解法

※技術水準 ①：これから技術開発が必要なもの又は技術開発中のもの、②：要素技術は開発済みで、これから実証が必要なもの又は実証中のもの、 ③：実用化されているもの、
④：実用化されているが更なる効率化など、技術向上を図るもの  
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産業構造審議会 環境部会 廃棄物・リサイクル小委員会 委員名簿 

 

（委員） 

小委員長    永田  勝也 早稲田大学環境・エネルギー研究科教授 

小委員長代理  中村   崇 東北大学多元物質科学研究所教授 

井上  祐輔 社団法人新金属協会理事 

大塚  浩之 読売新聞社論説副委員長 

大和田 秀二 早稲田大学理工学術院教授 

岡部   徹 東京大学生産技術研究所教授 

奥平 総一郎 一般社団法人日本自動車工業会環境委員

会委員長 

織   朱實 関東学院大学法学部教授 

木暮   誠 一般社団法人電子情報技術産業協会電子

機器のリサイクルに関する懇談会座長 

酒井  伸一 京都大学環境安全保健機構附属環境科学

センター長 

佐々木 五郎 公益社団法人全国都市清掃会議専務理事 

佐藤   泉 弁護士 

関口 紳一郎 超硬工具協会専務理事 

辰巳  菊子 公益社団法人日本消費生活アドバイザ

ー・コンサルタント協会理事 

田中  規久 一般社団法人パソコン３Ｒ推進協会代表

理事 

（大橋 慎太郎   第２３回より田中委員と交替） 

中島  賢一 早稲田大学環境総合研究センター招聘研

究員 

中谷  謙助 一般社団法人電池工業会専務理事 

星   幸弘 日本鉱業協会理事、技術部長兼環境保安

部長 

細田  衛士 慶應義塾大学経済学部教授 

椋田  哲史 一般社団法人日本経済団体連合会常務理

事 

村上  進亮 東京大学大学院工学系研究科准教授 

村松  哲郎 一般財団法人家電製品協会環境担当役員

会議副委員長 

             

     敬称略（５０音順） 
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中央環境審議会 廃棄物・リサイクル部会 

小型電気電子機器リサイクル制度及び 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ委員名簿 

 

（委員） 

座長       中村   崇 東北大学多元物質科学研究所教授 

座長代理     村上  進亮 東京大学大学院工学系研究科准教授 

大塚   直   早稲田大学大学院法務研究科教授 

木暮   誠   一般社団法人電子情報技術産業協会電子

機器のリサイクルに関する懇談会座長 

酒井  伸一 京都大学環境安全保健機構附属環境科学

センター長 

佐々木 五郎   公益社団法人全国都市清掃会議専務理事 

下井  康史   筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授 

新熊  隆嘉   関西大学経済学部教授 

田中  規久 一般社団法人パソコン３Ｒ推進協会代表

理事 

（大橋 慎太郎   第８回より田中委員と交替） 

中島  賢一 早稲田大学環境総合研究センター招聘研

究員 

中杉  修身   上智大学地球環境学研究科元教授 

中谷  謙助   一般社団法人電池工業会専務理事 

村松  哲郎 一般財団法人家電製品協会環境担当役員

会議副委員長 

 

敬称略（５０音順） 
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産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及

び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会使用済製品中の有用

金属の再生利用に関するワーキンググループ合同会合審議経緯等16 

 

第１５回廃棄物・リサイクル小委員会 平成２３年１１月８日（火） 

議題：○レアメタルのリサイクルに係る現状と課題について 

   ○その他 

 

第１６回廃棄物・リサイクル小委員会 

第１回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２３年１１月２９日（火） 

議題：○合同会合の開催について 

   ○事業者等からのヒアリング 

   ○その他 

 

第１７回廃棄物・リサイクル小委員会 

第２回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２３年１２月１日（木） 

議題：○事業者等からのヒアリング  

   ○その他  

 

第１８回廃棄物・リサイクル小委員会 

第３回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２３年１２月１９日（月） 

議題：○レアメタル等の確保に向けた取組の全体像 

   ○中間論点整理について 

   ○その他 

 

 

                                                   
16平成２３年１１月８日については、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会によ

る単独での開催であり、平成２３年１１月２９日以降の開催について中央環境審議会廃棄物・

リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関

する小委員会使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループとの合同会合と

なっている。 
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第１９回廃棄物・リサイクル小委員会 

第４回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２４年１月２４日（火） 

議題：○レアメタルのリサイクルの検討全般について 

   ○その他 

 

第２０回廃棄物・リサイクル小委員会 

第５回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２４年３月３０日（金） 

議題：○使用済製品の回収量の確保について 

   ○使用済小型電子機器等のリサイクル制度等について 

   ○その他 

 

第２１回廃棄物・リサイクル小委員会 

第６回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２４年５月１０日（木） 

議題：○国内資源循環の推進及びレアメタル含有情報の共有について 

   ○その他 

 

第２２回廃棄物・リサイクル小委員会 

第７回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２４年６月７日（木） 

議題：○レアメタルリサイクルの推進に向けた具体的な対応策について 

   ○その他 

 

第２３回廃棄物・リサイクル小委員会 

第８回使用済製品中の有用金属の再生利用に関するワーキンググループ 

合同会合 平成２４年７月１２日（木） 

議題：○中間取りまとめ（案）について 

   ○その他 

   

  パブリックコメント 平成２４年８月１０日（金）～９月１０日（月） 

 

  中間取りまとめの公表 平成２４年９月２５日（火） 
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小型電子機器等リサイクル制度について 

 

１．制度の内容 

 

（１）「小型電気電子機器リサイクル制度の在り方について（第一次答申）」に

おける記述 

 

基本的考え方 

誰かに義務をかけるのではなく、関係者が協力して自発的に回収方法やリサ

イクル実施方法を工夫しながら、それぞれの実情に合わせた形でリサイクルを

実施する促進型の制度を目指すべきであり、出来るところ（品目・鉱種・地域）

からリサイクルの取組を開始し、回収率を増やしながら徐々に品目・鉱種・地

域を拡大させることが望ましい。 
静脈物流や中間処理において規模の経済を働かせ効率的に実施するためには

使用済小型電気電子機器の回収率の確保が重要となる。採算性を確保するため

には、回収率は最低でも 20%～30%を目指すべきである。 
 

制度の内容 

１）使用済小型電気電子機器の回収 

市町村は、制度への参画の可否を判断し、参画する場合は使用済小型電気電

子機器の収集計画を策定するものとする。回収方法は、地域特性に合った方法

を選択する。 

協力小売店は、市町村の依頼を受けてボックスを設置したり、認定事業者か

ら委託を受けることにより廃棄物処理法の特例を受けて回収を行うことが可能

となる。 

 

２）リサイクルの実施 

市町村から継続して使用済小型電気電子機器を引き取り、確実に適正なリサ

イクルを行う法人に限って、国が認定事業者として認定し、広域回収が可能と

なるよう廃棄物処理法の特例を受けられることとする。 

認定事業者とは、使用済小型電気電子機器の引き取りを市町村と契約し、適

正なリサイクルと資源確保のためのレアメタルリサイクルを促進する法人（基

本的には株式会社を想定）を国が認定したものである。ここでいう「適正なリ

サイクル」とは、認定事業者が行う処理のレベルとして最低限求められるもの

であり、また、ここでいう「レアメタルリサイクルの促進」とは、経済的に回

収できる技術が未確立のレアメタルについて可能であれば回収を目指しつつ当

資 料 ２ 
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面は回収技術開発の促進を行うことを指す。 

認定事業者としてリサイクルを実施しようとする者は、業務区域を定め、国

に申請を行い、国は、当該者が自ら又は委託して一定レベル以上の適正なリサ

イクルを実施できること、広域的・効率的なリサイクルの実施が可能であるこ

と、財務体質の健全性を有すること等を確認し、要件を満たす場合には認定す

ることとする。認定事業者は、一定数以上の都道府県域を超えた広範囲で活動

することを想定しており、業務区域内の自治体と、補完的に回収に協力する小

売店から使用済小型電気電子機器を引き取り、静脈物流、中間処理を自ら又は

委託して実施する。 

認定事業者で十分な利益を確保できた場合に、市町村の回収に要する費用へ

の補填等の措置を検討する必要がある。 

 

３）引渡し 

市町村又は小売店と認定事業者は回収した使用済小型電気電子機器の引渡し

について契約することになるが、場所、費用、頻度等の引渡し条件については、

個々の契約において決定されることになる。なお、回収した使用済小型電気電

子機器の一部又は全部を輸出業者等へ売却することは、環境保全上の観点から

国際循環は補完的な位置づけとすべきという考え方からすれば望ましくなく、

こういった売却の防止を制度的に担保する必要がある。また、有価物としてリ

サイクルを行うことが可能であることを逆手にとって、廃棄物処理法の枠外で

不適正なリサイクルを実施するような事業者に引き渡されることのないよう、

原則として認定事業者等の適正な事業者に引き渡すべき方向性を国が示してい

く必要がある。 

市町村は回収を行った場合に確実な引き渡し先が必要なことから、認定事業

者は、あらかじめ提示した条件を満たす場合において、市町村から引き取りを

求められたときは必ず引き取りを行うものとする。条件としては、例えば、回

収物の状態や地理的条件次第では逆有償での引き取りも含まれるものとする。

比較的低品位の品目を対象とする場合には、何らかの費用負担が必要となり得

ることに留意する必要がある。 

円滑な制度導入のために、自治体又は小売店と認定事業者の契約については、

その内容、方法等について何らかの雛形を国が提示することが必要となる。 

 

４）制度の対象品目 

制度の対象品目としては、資源確保、有害物質管理、廃棄物減量化を含む、

循環型社会形成の推進という制度の目的を踏まえると、できる限り多くの品目

を対象としてリサイクルする方が望ましいことから、一般家庭で通常使用され
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るような電気電子機器のうち、すでに義務的なリサイクル法制度が存在する家

電リサイクル法対象品目以外の品目について幅広く対象とすべきである。 

また、制度の対象品目のうち、資源性と分別のしやすさから特にリサイクル

するべき高品位のものを特定し、制度のルートにできるだけ乗せることも重要

となる。そこで、このような品目を「特定対象品目」として提示することで、

市町村による分別を促し、市町村と認定事業者の契約時の参考情報とすること

が可能となる。 

なお、すでに資源有効利用促進法に基づくリサイクルルートの存在するパソ

コン等と、自主的なリサイクルルートの存在する携帯電話については、個人情

報保護等の観点から、既存のリサイクルルートでの回収を基本とするが、現状

においても自治体による回収も可能であり、制度に基づいた自治体による回収

でも一定の回収量が見込める。したがって、法制度の存在しない携帯電話につ

いては本制度の対象品目とするとともに、法制度の存在するパソコン等につい

ても制度の対象品目とするかどうかを検討する必要がある。なお、個人情報保

護等の対策とともに、既存リサイクルルートと本制度の関係について、本制度

の開始までの間に検討することが必要である。特に、本制度における個人情報

保護対策としては、自治体及び小売店での回収における盗難防止対策を中心に

検討を進める必要がある。 

特定対象品目以外の対象品目についても、できる限り埋立処分を避け、リサ

イクルを推進することが望ましいと考えられるため、市町村で鉄やアルミニウ

ムを中心とした金属回収を行うか、あるいは契約に基づき認定事業者に引き渡

すことも考えられる。 

本制度の目的をより一層実現するためには、産業廃棄物として対象品目が排

出された場合についても認定事業者による処理を可能とすることが望ましいが、

産業廃棄物については、これまでの累次の廃棄物処理法改正により排出事業者

責任を強化してきたところであり、認定事業者が処理を行うにあたっても、排

出事業者が引き続き責任を負うこととする必要がある。そこで、産業廃棄物で

ある対象品目の処理が認定事業者に委託される場合であっても、排出事業者及

び認定事業者は、マニフェストの交付などの廃棄物処理法のルールに則って行

うこととすべきである。 

 

（２）「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成 24 年法律

第 57号）」のポイント 

 
（目的） 
第一条 この法律は、使用済小型電子機器等に利用されている金属その他の有
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用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況に鑑み、使用済小型

電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の

適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、もって生活環境の保全及び

国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 
 
（定義） 
第二条 この法律において「小型電子機器等」とは、一般消費者が通常生活の

用に供する電子機器その他の電気機械器具（特定家庭用機器再商品化法に規

定する特定家庭用機器を除く。）であって、次の各号のいずれにも該当する

ものとして政令で定めるものをいう。 
一 当該電気機械器具が廃棄物となった場合において、その効率的な収集及び

運搬が可能であると認められるもの 
二 当該電気機械器具が廃棄物となった場合におけるその再資源化が廃棄物

の適正な処理及び資源の有効な利用を図る上で特に必要なもののうち、当該

再資源化に係る経済性の面における制約が著しくないと認められるもの 
２ この法律において「使用済小型電子機器等」とは、小型電子機器等のうち、

その使用を終了したものをいう。 
３ この法律において「再資源化」とは、使用済小型電子機器等の全部又は一

部を原材料又は部品その他製品の一部として利用することができる状態にす

ることをいう。 
 
（基本方針） 
第三条 主務大臣は、使用済小型電子機器等の再資源化を総合的かつ計画的に

推進するため、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する基本方針を

定めるものとする。 
２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 使用済小型電子機器等の再資源化の促進の基本的方向 
二 使用済小型電子機器等の再資源化を実施すべき量に関する目標 
三 使用済小型電子機器等の再資源化の促進のための措置に関する事項 
四 環境の保全に資するものとしての使用済小型電子機器等の再資源化の促

進の意義に関する知識の普及に係る事項 
五 前各号に掲げるもののほか、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関

する重要事項 
六 個人情報の保護その他の使用済小型電子機器等の再資源化の促進に際し

配慮すべき重要事項 
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（国の責務） 
第四条 国は、使用済小型電子機器等を分別して収集し、その再資源化を促進

するために必要な資金の確保その他の措置を講ずるよう努めなければならな

い。 
２ 国は、使用済小型電子機器等に関する情報の収集、整理及び活用、使用済 

小型電子機器等の再資源化に関する研究開発の推進及びその成果の普及その

他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
３ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、使用済小型電子機器等の収集及び

運搬並びに再資源化に関する国民の理解を深めるとともに、その実施に関す

る国民の協力を求めるよう努めなければならない。 
 
（地方公共団体の責務） 
第五条 市町村は、その区域内における使用済小型電子機器等を分別して収集

するために必要な措置を講ずるとともに、その収集した使用済小型電子機器

等を第十条第三項の認定を受けた者その他使用済小型電子機器等の再資源化

を適正に実施し得る者に引き渡すよう努めなければならない。  
２ 都道府県は、市町村に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な

技術的援助を与えることに努めなければならない。  
３ 都道府県及び市町村は、国の施策に準じて、使用済小型電子機器等の再資

源化を促進するよう必要な措置を講ずることに努めなければならない。 
 
（消費者の責務） 
第六条 消費者は、使用済小型電子機器等を排出する場合にあっては、当該使

用済小型電子機器等を分別して排出し、市町村その他使用済小型電子機器等

の収集若しくは運搬又は再資源化を適正に実施し得る者に引き渡すよう努め

なければならない。 
 
（事業者の責務） 
第七条 事業者は、その事業活動に伴って生じた使用済小型電子機器等を排出

する場合にあっては、当該使用済小型電子機器等を分別して排出し、第十条

第三項の認定を受けた者その他使用済小型電子機器等の収集若しくは運搬又

は再資源化を適正に実施し得る者に引き渡すよう努めなければならない。 
 
（小売業者の責務） 
第八条 小型電子機器等の小売販売を業として行う者は、消費者による使用済

小型電子機器等の適正な排出を確保するために協力するよう努めなければな
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らない。 
 
（製造業者の責務） 
第九条 小型電子機器等の製造を業として行う者は、小型電子機器等の設計及

びその部品又は原材料の種類を工夫することにより使用済小型電子機器等の

再資源化に要する費用を低減するとともに、使用済小型電子機器等の再資源

化により得られた物を利用するよう努めなければならない。 
 
（再資源化事業計画の認定） 
第十条 使用済小型電子機器等の再資源化のための使用済小型電子機器等の収

集、運搬及び処分の事業を行おうとする者（当該収集、運搬又は処分の全部

又は一部を他人に委託して当該再資源化事業を行おうとする者を含む。）は、

主務省令で定めるところにより、使用済小型電子機器等の再資源化事業の実

施に関する計画（再資源化事業計画）を作成し、主務大臣の認定を申請する

ことができる。 
２ 再資源化事業計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。  
四 使用済小型電子機器等の収集を行おうとする区域 
五 再資源化事業の内容 
六 使用済小型電子機器等の収集、運搬又は処分を行う者及びその者が行う収

集、運搬又は処分の別 
３ 主務大臣は、第一項の規定による申請があった場合において、その申請に

係る再資源化事業計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認める

ときは、その認定をするものとする。  
一 再資源化事業の内容が、基本方針に照らし適切なものであり、かつ、廃棄

物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保に資するものとして主務省令

で定める基準に適合するものであること。  
二  前項第四号に掲げる区域が、広域にわたる使用済小型電子機器等の収集に
資するものとして主務省令で定める基準に適合すること。 
三 申請者及び前項第六号に規定する者の能力並びに同項第七号に掲げる施

設及び同項第八号に規定する施設が、再資源化事業を的確に、かつ、継続し

て行うに足りるものとして主務省令で定める基準に適合すること。  
 
（再資源化事業計画の変更等） 
第十一条  
４ 主務大臣は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第三項

の認定を取り消すことができる。  
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一 認定事業者が、認定計画に従って再資源化事業を実施していないとき。 
二 認定事業者が、認定計画に記載された前条第二項第六号に規定する者以外

の者に対して、当該認定に係る使用済小型電子機器等の再資源化に必要な行

為を委託したとき。 
 
（使用済小型電子機器等の引取りに応ずる義務）  
第十二条 認定事業者は、第十条第二項第四号に掲げる区域内の市町村から、

当該市町村が分別して収集した使用済小型電子機器等の引取りを求められた

ときは、主務省令で定める正当な理由がある場合を除き、当該使用済小型電

子機器等を引き取らなければならない。 
 
（認定事業者等に係る廃棄物処理法の特例） 
第十三条  認定事業者は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは第六項又は第十
四条第一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を

受けないで、当該認定に係る使用済小型電子機器等の再資源化に必要な行為

を業として実施することができる。 
３ 認定事業者の委託を受けて使用済小型電子機器等の再資源化に必要な行為

を業として実施する者は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは第六項又は第

十四条第一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許可

を受けないで、認定計画に従って行う使用済小型電子機器等の再資源化に必

要な行為を業として行うことができる。 
４ 認定事業者は、廃棄物処理法第六条の二第六項、第七条第十三項、第十五

項及び第十六項並びに第七条の五の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）

又は廃棄物処理法第十二条第五項、第十二条の四第一項、第十四条第十二項

から第十五項まで及び第十七項並びに第十四条の三の三の規定（これらの規

定に係る罰則を含む。）の適用については、一般廃棄物収集運搬業者若しく

は一般廃棄物処分業者又は産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分

業者とみなす。 
５ 第三項に規定する者は、廃棄物処理法第六条の二第六項、第七条第十三項

及び第十四項並びに第七条の五の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）

又は廃棄物処理法第十二条第五項、第十二条の四第一項、第十四条第十二項

から第十六項まで及び第十四条の三の三の規定（これらの規定に係る罰則を

含む。）の適用については、一般廃棄物収集運搬業者若しくは一般廃棄物処

分業者又は産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分業者とみなす。 
６ 前二項に規定する者は、廃棄物処理法第十九条の三の規定（同条の規定に

係る罰則を含む。）の適用については、一般廃棄物収集運搬業者若しくは一



8 
 

般廃棄物処分業者又は産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分業者

とみなす。 
 
２．制度施行後のイメージ 

 ※これまでの中環審での審議や法律を踏まえたものであり、具体的には今後

決定される政省令・ガイドラインにおいて確定されるものである。 
 
① 使用済小型電子機器等の回収 
使用済小型電子機器等の回収は主に市町村が実施し、認定事業者から委託を

受けた小売店も回収することになる。第一次答申にあるように、資源性と分別

のしやすさから特にリサイクルするべき高品位のものを特定対象品目として国

が提示することを予定している。市町村・消費者が認定事業者に処理費を渡さ

なくても済む範囲で、できるだけ多くの品目をリサイクルすることが制度上望

ましいことから、標準的なケースにおいて無償での引渡しが可能となる品目群

（それら全てを認定事業者に引き渡す場合に、認定事業者における経費（静脈

物流費、中間処理費、システム管理費等）と有用資源売却益がトータルで釣り

合う範囲）を試算した結果を踏まえて、特定対象品目を指定することとしてい

る。市町村は、特定対象品目を回収して無償で認定事業者に引き渡すことも想

定されるが、市町村で回収する品目を自由に選択できることから、より多くの

品目を回収し逆有償で認定事業者に引き渡すことや、特に資源性の高い品目だ

けを回収して認定事業者に有償で引渡す場合も存在しうる。逆有償で認定事業

者に引き渡す場合において、市町村の判断により、住民から料金を徴収する形

で収集する場合（現行の粗大ゴミ方式）もあり得る。なお、国は、市町村によ

る回収が促進されるよう、制度立ち上げ時等に必要な支援を行う。 
 
② 認定事業者への引渡し 
市町村が回収した使用済小型電子機器等は認定事業者その他再資源化を適正

に実施し得る者に引き渡すが、引渡場所、頻度、費用等については、両者の契

約に基づくことになる。認定事業者が複数存在する場合は、市町村における入

札等により引渡し先を決定することが想定される。認定事業者の存在しない空

白地帯が発生する可能性もあるが、なるべく多くの品目をリサイクルするとい

う制度の趣旨を踏まえると望ましくはないため、出来る限り広い地域をカバー

する認定事業者が存在するような認定要件とする必要がある。 
なお、市町村が保管場所を設置（ただし既存施設を活用することを想定）・

管理し、認定事業者がそこまで引取りに行くことを前提とした費用計算に基づ

いて特定対象品目の選定を行っている。 
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認定事業者は、基本的に活動範囲内の市町村が使用済小型電子機器等の分別

収集を行い、引き渡しを求めた場合はそれを引取る義務があるが、正当な理由

がある場合はその限りではない。例えば、資源性の低い品目の無償引取りを求

められた場合や、離島等過疎地でも都市部と同等の条件での引取りを求められ

た場合も正当な理由に含まれると想定される。逆に、引取りを拒否するために

恣意的に市町村が不利になるように引き取り条件を設定する場合は、国による

指導等が行われることになる。 
 
③ 認定事業者によるリサイクル 
回収した使用済小型電子機器等の収集、運搬及び処分については、認定事業

者及びその委託先は廃棄物処理業許可なく行うことは出来るが、廃棄物処理業

者とみなされ、廃棄物処理法上の基準は遵守する必要があるほか、地方自治体

の指導監督の対象となる。 
認定事業者が実施するリサイクルの方法は再資源化事業計画に記載され、適

切なリサイクルを実施可能であることが認定要件になることから制度的には認

定事業者に引き渡せば適切なリサイクルが担保される。 
認定事業者に引き渡してどのようなリサイクルがなされたかについては国の

報告徴収等を通じて公表されていくことになる。 
 

３．制度の検討状況 

第 10回小委員会（平成 24年 1月 30日）の資料にあるとおり、制度の詳細に

ついては政省令等で定めることになるため、以下の 4 つの項目について専門的

な検討を進めている。各項目についての検討結果を踏まえ、小委員会で議論し

た上で、政省令等を作成することとする。各項目ごとの検討状況については、

資料２別紙２のとおり。 

①基本方針 

②対象品目 

③認定基準 

④ガイドライン 
 
（参考） 
主な政令事項：対象品目 
主な省令事項：認定基準（再資源化基準、広域についての基準、認定事業者の  

能力及び施設の基準）、引取を断る正当な理由 
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４．スケジュール（案） 

 
 国 市町村 認定事業者 

H24年 9月 地方説明会 地方説明会  
10月 審議会 
実証事業（H24 年度分）
公募開始 
認定事業者相談開始 

実証事業申請 
分別収集準備本

格化 

認定要件案を踏

まえて準備開始 

11月 実証事業支援開始 
政令概要パブコメ開始 

実証事業開始  

12月 審議会 
省令概要パブコメ開始 
基本方針パブコメ開始 
政令公布 

  

H25年 1月 省令公布 
基本方針公表 
ガイドライン発表 
地方説明会（マッチング） 

実証事業開始 
認定事業者候補

者との調整開始 

市町村との調整

開始 

2月 地方説明会（マッチング）   
3月 実証事業（H25 年度分）
公募開始 

実証事業申請 
 

実証事業申請 
 

4月以降 法施行 
認定申請受付開始（以後随

時受付） 
実証事業支援開始 
認定 

実証事業開始 
分別収集開始（適

宜） 
 
 
認定事業者と順

次契約 

実証事業開始 
認定申請（随時） 
 
 
認定 
市町村と順次契

約 
 
５．本日の審議事項（案） 

 
現状は、法律により大枠が固まっている状態である。詳細については第一次

答申で記述されているが、確定していない要素も多い。今後、制度の詳細を固

めるためには、政省令の策定が必要となり、まずは政省令に係る事項を優先的
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に審議する必要がある。 
市町村が来年度より使用済小型電子機器等の分別収集を開始するためには、

当然今年度より準備を開始する必要があり、まずは対象品目の確定と特定対象

品目の提示が求められている。さらに、対象品目については、市町村の回収体

制構築だけでなく、認定事業者の採算性にも大きく影響することに十分に配慮

する必要がある。 
また、認定事業者が各地域に存在するか否か、全国的にどのくらい配置され

るかも制度の全体像に大きく影響するため、それに直結する認定事業者の認定

要件についても早急に検討する必要がある。 
このため、本日は、これまでの検討状況を説明した上で、制度の骨格を明確

にするためにも政令事項である対象品目と省令事項のうち特に認定事業者の配

置に大きく影響する広域の基準について重点的に審議をお願いしたい。これら

の事項は市町村の参加状況にも大きく関係する。その他の事項についても、制

度の全体像に関するイメージを提示することが関係者の小型電子機器等リサイ

クル制度への関心を高め、準備を促進させる上で重要であることから、本日提

示し、適宜ご意見をいただきたい。 
 

以上 



使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 

資源制約 

○新興国の需要増大に伴う資源価格高騰 

○資源供給の偏在性と寡占性 

環境制約 

○最終処分場の逼迫 

○適正な環境管理 

・使用済小型電子機器等に含まれるアルミ、貴金属、レアメタルなどが、リサイクルされ

ずに埋め立てられていることへの対応が急務。 

法制定の背景 

使用済小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、 

廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図る。 

法制定の目的 

○  環境大臣及び経済産業大臣が、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する基

本方針を策定、公表 
 
  （内容）再資源化の促進の基本的方向、再資源化を実施すべき量に関する目標、 

   促進のための措置に関する事項、 個人情報の保護その他の配慮すべき重要事項 等 

基本方針 

○ 再資源化のための事業を行おうとする者は、再資源化事業の実施に関する計画を作

成し、環境大臣及び経済産業大臣の認定を受けることができる。 
 

〇 再資源化事業計画の認定を受けた者又はその委託を受けた者が使用済小型電子機

器等の再資源化に必要な行為を行うときは、市町村長等による廃棄物処理業の許可を

不要とする。 
 

○ 再資源化事業計画の認定を受けた者又はその委託を受けた者については、産業廃棄

物処理事業振興財団が行う債務保証等の対象とする。 

 

再資源化を促進するための措置 

法律の内容 

○ 公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 

○ 法律の施行後５年を経過した場合において、法律の施行の状況について検討を加え、 

必要な措置を講ずる。 

施行期日等 

資 料 ２ 別 紙 １ 



【制度概要】 
 市町村等が回収した使用済小型電子機器等について、これを引き取り確実に適正なリサイクルを行
うことを約束した者（リサイクルをしようとする者で構成される）を国が認定し、廃棄物処理法の特例措
置を講じる制度。 

市町村の責務 

・分別して収集 
・認定事業者への引渡し 

認定事業者 

・再資源化のための事業を行おうとする
者は、再資源化事業の実施に関する計
画を作成し、主務大臣の認定を受ける
ことが出来る。 
・再資源化事業計画の認定を受けた者
又はその委託を受けた者が使用済小
型電子機器等の再資源化に必要な行
為を行うときは、市町村長等の廃棄物
処理業の許可を不要とする。 
・収集を行おうとする区域内の市町村か
ら分別して収集した使用済小型電子機
器等の引取りを求められたときは、正当
な理由がある場合を除き引き取らなけ
ればならない。 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 

中間処理施設 金属製錬 

金属回収 中間処理 

回収 排
出 

回収ボックス     
or 資源ゴミの新区分 
or  ピックアップ 

自治体
回収 

循環
利用 

製造業者（メーカー）の責務 
・設計、部品、原材料の工夫により
再資源化費用低減 
・再資源化により得られた物の利用 

製造・販売 

小売業者の責務 

・消費者の適正な排出を
確保するために協力 

国 

・再資源化事業計
画の認定 
 
・再資源化事業計
画の認定を受け
た者に対する指
導・助言、報告徴
収、立入検査 
 
・認定の取消し 
 

静脈物流 

引渡 

集積所 

国 民 

・分別して排出 

引渡 

消費者の責務 

【対象品目】 
 一般消費者が通常生活の用に供する電子機器その他の電気機械器具のうち、効率的な収集運搬

が可能であって、再資源化が特に必要なものを政令指定 

※各市町村の特性に合わせて回収
方法を選択 

国の責務 

・必要な資金の確保 
・情報収集、研究開発の推進 
・教育、広報活動 
 

【基本方針】 
 環境大臣及び経済産業大臣が基本方針を策定、公表 

（内容）基本的方向、量の目標、促進のための措置、個人情報の保護その他配慮すべき事項 等 

認定申請 

認定、 

指導・助言等 



制度の検討状況について 

 

 

Ⅰ．基本方針（骨子案）    

 

 

Ⅱ．対象品目（案） 

  個人情報保護対策（案）      

 

 

Ⅲ．再資源化事業計画の認定基準（案） 

①再資源化基準 

  ②広域についての基準 

  ③認定事業者の能力、施設の基準 

 

 

Ⅳ．ガイドライン（案） 

①認定申請ガイドライン 

  ②市町村と認定事業者の契約関連 

  ③使用済小型電子機器等の回収方法関連 

資料２別紙２ 
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Ⅰ．使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する基本方針 骨子案 

 
まえがき 

○ 制度制定の背景等 

 

一 使用済小型電子機器等の再資源化の促進の基本的方向 

 ○ 制度の基本的な考え方 

 ○ 関係者の適切な役割分担の重要性について 

 
二 使用済小型電子機器等の再資源化を実施すべき量に関する目標  

 ○ 回収率（又は回収量）の確保の重要性について  
 ○ 回収率（又は回収量）の見直しについて  
 
＜論点＞ 回収率（又は回収量）の定義について  
 ・ 過去に行ってきたモデル事業では、回収率について、  
回収率＝各モデル事業における回収台数／各モデル地域における潜在的回収可能台数  
と定義を行い、回収率を計算。  

 → 今後は台数把握は困難。  
 ・ EU では４㎏/人という重量目標を立てている例あり。  
 ・ 他方、回収率の目標の方が回収量の目標よりもわかりやすいという意見あり。  
 ・ 回収率（又は回収量）に含める範囲（リユースの扱い等）についても、検討中。  
 
三 使用済小型電子機器等の再資源化の促進のための措置に関する事項 

 
 １ 消費者及び事業者の取組 

  ・ 消費者は市町村が定める分別基準に従い分別して排出すること。協力小売店その

他適切なリサイクルを実施できる者がある場合にはそれも活用すること  
  ・ 事業者は、認定事業者その他適切なリサイクルを実施できる者に対し、廃棄物処

理法のルールに則って処理を委託すること  
 

 ２ 地方公共団体の取組 

  ・ 市町村は、使用済小型電子機器等の適切な分別収集の一層の推進に努めること。

また、市町村は、使用済小型電子機器等の再資源化に協力しようとする住民のため

に普及啓発を行うとともに、住民が簡便に排出できる環境を整えるように努めるこ

と。  
  ・ 市町村は、適切に再資源化できる者に引き渡すことで、国内外での環境汚染を防

止すること  
  ・ 都道府県は、管内の市町村に参加を呼びかけたり、市町村において取り組みやす

い分別収集方法を助言するなど、市町村の分別収集に協力すること  
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 ３ 小売業者の取組 

  ・ 市町村又は認定事業者と連携して、消費者による使用済小型電子機器等の適正な

排出を確保するために協力するよう努めること  
 
 ４ 認定事業者の取組  

  ・ 再資源化の実施の状況について透明性を確保すること  
 
 ５ 製造業者の取組 

  ・ 設計、部品、原材料の工夫に努めることにより再資源化に要する費用の低減に協

力するとともに、再資源化により得られた物の利用に努めること  
 
 ６ 国の取組 

・ 出来るだけ多くの市町村の参加を促進するため、①市町村の参加を促進するため

の財政等支援、②ガイドラインの策定、③市町村に対する参加の呼びかけ、④参加

市町村名の公表を行うこと。また、小売業者にも参加を呼びかけること。  
・ 国民に対する普及啓発を行うこと。  
・ 使用済小型電子機器等の回収量や再資源化の実態について情報を収集・整理し、

活用して適切な措置を講じていくとともに、使用済小型電子機器等からの部品及び

材料の分離など再資源化に関する技術開発及び実用化に向けた取組を支援すること。 
・ 違法な不用品回収業者対策、海外における不適正な処理を防止するためのバーゼ

ル法及び廃棄物処理法の更なる適正な施行、運用等を実施すること。  
 
四 環境の保全に資するものとしての使用済小型電子機器等の再資源化の促進の意義に

関する知識の普及に係る事項 

○ 小型電子機器等のリサイクルの意義、リサイクル実施状況、リサイクルにより得られ

た有用金属などの利用状況などの普及啓発について  
 
五 前各号に掲げるもののほか、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する重要事

項 

○ 適正なリユースの促進について  
○ 使用済小型電子機器等の排出後のフローの把握について  
 
六 個人情報の保護その他の使用済小型電子機器等の再資源化の促進に際し配慮すべき

重要事項 

○ 携帯電話やパソコン等個人情報を含む使用済小型電子機器等の再資源化にあたっては

個人情報を適切に処理すべきこと。 

○ 労働安全衛生上問題のない方法で再資源化を実施すべきこと 

以上  



3 

Ⅱ．対象品目（案） 

 
政令において対象品目を定めるにあたっては、一定の性質を持った品目を可能な限りカ

テゴリーに分けた上で、カテゴリー毎の記載方法とすることを検討している。カテゴリー

の分け方の案及び当該カテゴリーに該当する具体的な品目の例としては、以下が考えられ

る。  
なお、消費者へのわかりやすさの観点から、政令とは別に、対象品目を示すことを予定

している。  
 

カテゴリー（案）  
 

具体的に該当する品目の例  
（政令には具体的な品目名は記載しない）  

携帯電話及びパソコン  パーソナルコンピュータ ノートブック型

／スレート型、パーソナルコンピュータ 

デスクトップ型（タワー型及び一体型を含

む）、パーソナルコンピュータ タブレット

型、携帯電話端末（公衆用 PHS 端末、スマ
ートフォンを含む）  
タブレット型情報通信端末 等  

ディスプレイ、プリンター、キーボード、

スキャナーその他の入出力装置  
プリンター、フォトプリンター、モニター

（パーソナルコンピュータ用）、キーボード

ユニット 等  
補助記憶装置  補助記憶装置（ハードディスク、USB メモ

リ、メモリーカード）、ゲームソフト 等  
通信装置（携帯電話及びパソコンを除く）  電話機、ファクシミリ、模型無線操縦用送

受信機、変復調装置（モデム）、ルーター・

スイッチ、カーナビゲーションシステム、

ETC 車載ユニット、VICS ユニット 等  
電子辞書、電卓その他の事務用機器  ワードプロセッサ（モニターを含む）、電卓、

電子辞書 等  
映像機器  ビデオテープレコーダ／プレーヤ、ＤＶＤ

レコーダ／プレーヤ、BD レコーダ/プレー
ヤ、マイクロホン、BS/CS アンテナ、カー
チューナ、カーカラーテレビ 等  

音声機器  テープレコーダ、CD プレーヤ、MD レコー
ダ／プレーヤ、デジタルオーディオプレー

ヤ、IC レコーダ、補聴器、カーラジオ 等  
カメラ  フィルムカメラ、デジタルカメラ  
家庭用ゲーム機その他の電気電子応用がん

具  
据置型ゲーム機、携帯型ゲーム機、ハンド

ヘルドゲーム（ミニ電子ゲーム）等  
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電気光学機器（カメラを除く）  スライド映写機、ビデオプロジェクション、

プロジェクタ 等  
空調用電気機械器具  除湿機、加湿器、扇風機、空気清浄機 等  
電熱器具  電気アイロン、電気ストーブ、電気カーペ

ット、電気こたつ、炊飯器、電子レンジ、

トースター等  
電気掃除機  電気掃除機、ハンドクリーナー、床みがき

機  
調理用電気機械器具（電熱器具を除く）  ミキサー、ジューサー、フードプロセッサ

ー、電気製めん機、電気もちつき機、コー

ヒーひき機 等  
計量用又は測定用の電気機械器具  電子式ヘルスメーター（体組成計・体脂肪

計）、電子式料理用はかり、電子式ベビース

ケール、電気式温湿度計、デジタル歩数計 

等  
電気マッサージ器、電動式吸入器その他の

電気医療機器  
家庭用マッサージ・治療浴用機器及び装置、

家庭用電気･光線治療器、家庭用磁気･熱療

法治療器、家庭用吸入器、家庭用医療用物

質生成器 等  
電気照明器具  照明器具、携帯用電気ランプ（懐中電灯を

含む）  
電動工具  電気グラインダ、電気ドリル、  

電気ポリシャ、電気サンダ 等  
電子楽器及び電気楽器  電子キーボード、電気ギター、電子ギター 

等  
その他の小型電子機器等（記載方法は要検

討）  
ヘアードライヤー、電気かみそり、電気脱

毛器、食器洗い乾燥機(卓上型)、時計、電気
ハサミ、電動式鉛筆削り機、電動歯ブラシ、

家庭用噴霧機、風呂水用電気ポンプ、電気

レコードクリーナー、電気アクアリウム用

品、電気オルゴール、電動ミシン、電動つ

り用リール 等  
上記の付属品  リモコン、AC アダプタ、プラグ・ジャック、

ケーブル、充電器（健康機器、美容機器、

カメラ等の充電器）、ゲーム用コントローラ 

等  
 

以上  
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個人情報保護対策（案） 

 

回収段階における個人情報保護対策 

 

○ 消費者自身であらかじめ個人情報を削除してから排出するよう普及啓発 

 ※ 個人情報消去にあたって高度な操作を要する機器や、消去作業を行うことが困難で

ある消費者(高齢者等)について十分に考慮し、データの消去方法や消去可能な場所に

関する情報を消費者に提供 

○ 盗難防止対策 

○ 個人情報保護に係る管理体制（責任の明確化、職員研修、委託先の監督、等） 

○ これらの対策が実施できる市町村・小売店に限り、個人情報を含む機器を回収する 

 

表 市町村及び小売業者が使用済小型電子機器等の回収段階において 

個人情報保護対策を講じるべき範囲における個人情報の漏洩リスクと保護対策 

 
個人情報漏洩
リスク 

個人情報保護対策 

排出・回収時 保管時 

排出者 － 

・個人情報等のデータを消去し

てから排出することを排出

者に呼びかける 

－ 

市町村・ 
小売業者 

ボックス回

収 

・盗難 ・盗難防止対策 

例) ボックスの施錠 

・データ消去を呼びかける掲示 

・盗難防止対策 

例) 施錠できる場

所での保管 

 

ステーショ

ン回収 

・盗難 ・盗難防止対策 

例) コンテナの施錠又はス

テーションへの人の立ち

会い 

・盗難防止対策 

例) 施錠できる場

所での保管 

ピックアッ

プ回収 

・盗難 ・盗難防止対策 

例）ピックアップの対象とな

る回収区分の組成によっ

て使用済小型電子機器等

が大宗を占める場合には、

コンテナの施錠又はステ

ーションへの人の立ち会

い 

・盗難防止対策 

例) 施錠できる場

所での保管 

対面回収 

 

・盗難 ・対面回収時の対策 

例) データ消去確認、データ

消去、物理破壊※ 

 

・盗難防止対策 

例) 施錠できる場

所での保管 

※ データ消去や物理破壊は機器の種類や者（市町村・小売業者）の能力に応じて行うこと

とする。 
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再資源化段階における個人情報保護対策 

 

○ 効果的なセキュリティ機能を備えた場所に保管すること  
○ 保管場所、作業場所は、適切な入室管理が行われていること（監視カメラ設置、24 時
間体制の警備システム等）  
○ 回収から引渡までの作業をマニュアル化し、適切な社員教育を行うこと  
○ 引取量を重量ベースで把握すること  
○ 個人情報が含まれると思われる部品は、物理的な破壊を行うこと  
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Ⅲ．再資源化事業計画の認定基準（案） 

 
① 再資源化基準 

 
 
 
 
 
 
収集運搬 

 
（環境管理・労働安全について）  
■廃棄物の処理及び清掃に関する法律を遵守すること  
 
（情報漏洩防止措置について）  
■効果的なセキュリティ機能を備えた場所に保管すること  
■保管場所、作業場所は、適切な入室管理が行われていること（監視カメラ設置、24 時間
体制の警備システム等）  
■回収から引渡までの作業をマニュアル化し、適切な社員教育を行うこと  
 
中間処理 

 
（環境管理・労働安全について）  
■技術的かつ経済的に可能な範囲で、二次電池の事前取り外しを行い、短絡防止措置を実

施すること。また、取り外した二次電池を適正処理可能な国内の事業者に引き渡すこと。 
■フロン類については、自社で回収可能な場合は回収し、回収できない場合は他者に委託

して回収すること。  
■技術的かつ経済的に可能な範囲で、ガスボンベ、蛍光管、トナーの事前取り外しを行う

こと  
■有害廃棄物となるような部品・産物は基本的に適正処理可能な国内の事業者に引き渡す

こと  
■廃棄物の処理及び清掃に関する法律を遵守すること  
 
（情報漏洩防止措置について）  
■個人情報が含まれると思われる部品は、物理的な破壊を行うこと  
■回収から引渡までの作業をマニュアル化し、適切な社員教育を行うこと  
■効果的なセキュリティ機能を備えた場所に保管すること  
■保管場所、作業場所は、適切な入室管理が行われていること（監視カメラ設置、24 時間
体制の警備システム等）  
■引取量を重量ベースで把握すること  

法第 10 条第３項第１号にて、再資源化事業の内容が、基本方針に照らし適切でありか
つ廃棄物の適正処理及び資源の有効利用の確保に資することについて、基準を設ける

ことになっている。  
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（有用資源の濃縮・回収について）  
■一定以上の有用資源濃縮能力があるプロセスを有しており、使用済小型電子機器等の解

体・破砕を行うときは、鉄、アルミニウムその他の金属類については、技術的かつ経済

的に可能な範囲で回収するよう努めること  
■基板等が非鉄回収事業者、鉄系産物が製鉄事業者（電気炉等）、アルミニウム系産物がア

ルミニウム精錬事業者に売却可能であること  
■投入物と産物の重量（プロセスのマテリアルバランス）が把握できること  
 
（売却・引渡先の適正性）  
■有害廃棄物となるような産物は基本的に適正処理可能な国内の事業者に引き渡すこと  
■基板等については、非鉄の回収に定める基準を満たす非鉄回収事業者に引き渡すこと  
■鉄系産物については、製鉄事業者（電気炉等）に引き渡すこと  
■アルミニウム系産物については、アルミニウム精錬事業者に引き渡すこと  
■プラスチックについては、再資源化又は熱回収（※１）を行う事業者に引き渡すこと  
■処理残渣については、適正処理可能な国内の事業者に引き渡すこと  
■その他（部品リユース等）については、適正な事業者に引き渡すこと  
※１ 「熱回収」とは、プラスチック等を燃焼させることにより熱エネルギーを得ること

を意味する。その熱をどのような用途・形態で利用するかの制限は特にない（発電利用

等も含まれる）。  
 
非鉄の回収 

 
■Cu, Au, Ag, Pd, Pt, Pb, Zn, Sb, Bi, Cd, Hg, Se, Te が回収・適正処理されていること（※
２）  
■各種排出基準等を遵守した操業を行っていること（海外で処理する場合は日本と同等の

基準を満たしていること）  
※２ 再資源化計画においてその他の鉱種を回収することを明記している場合は、当該鉱

種が一定程度濃縮された産物を引き取ったときに回収可能であること。  
 
再使用する場合の基準 

 
使用済小型電子機器等として回収した物を小型電子機器等としてリユースしようとする場

合には、適正なリユースが確保されるものであること。  
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② 広域についての基準 

 
 
 
 
 
採算性や公平性の観点から以下をいずれも満たすこと。  

指標 基準 備考

都道府県数 隣接する3都道府県以上 北海道と沖縄県については例外とする

人口密度 当該地域における人口密度1,000人/km2以下  

●採算性の観点：回収金属の売却益により再資源化を実施する本制度において、円滑に

制度を施行するためにはある程度広域で事業を実施する必要があることから、事業対象

とする都道府県数の下限値を設定する。  
●公平性の観点：人口密集地域のみを対象としたいわゆる“いいとこ取り”を回避する

ことが空白地域を生じさせない上で重要であることから、人口密度の上限値を設定する。 
 
③ 認定事業者の能力、施設の基準 

 
 
 
 
 
廃掃法第９条の９に規定する広域的処理大臣認定制度の基準を参考に、以下のような基準

を満たすこと。  
■ 周辺の生活環境保全上の支障がないように措置を講じた施設であること  
■ 認定事業者及び委託を受ける者の責任の範囲が明確であること  
■ 認定事業者及び委託先が知識・技術・経理的基盤を有すること  
  等  
 
 

以上  

法第 10 条第３項第２号にて「区域が、広域にわたる使用済小型電子機器等の収集に資
する」ことについて基準を設けることになっている。  

法第 10 条第３項第３号にて、認定事業者及びその委託先の能力並びに施設の能力につ
いて基準を設けることになっている。  
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Ⅳ．ガイドライン（案） 

 
認定申請ガイドライン ＜認定事業者向け＞ 

 認定事業者が、再資源化事業計画を作成あるいは変更し、それを申請するにあたって、

計画に記載すべき事項や手続きの方法並びに詳細な審査基準を定める。  
 
市町村と認定事業者の契約関連 ＜市町村、認定事業者向け＞ 

法第五条には市町村が認定事業者などに引き渡しを行う責務、法第十二条には認定事業

者が市町村から引き取る義務が定められているところ。市町村と認定事業者が、引き渡し

の契約を締結するにあたり、業者の選定方法、契約方法、双方で取り決めて契約に記載す

べき事項等のガイドラインを作成するとともに、引き取り義務の例外を示す。  
 
使用済小型電子機器等の回収方法関連 ＜市町村、小売業者向け＞ 

法第五条には市町村が分別収集する責務、法第八条には小売店が協力する責務が定めら

れているところである。市町村や小売店が行う回収の方法や回収に際しての留意事項を、

ガイドラインとして示す。  
 
（市町村回収）  
市町村における使用済小型電子機器等の回収方式としては、下表に示す 6 つの方式が想定
される。各方式の概要は以下のとおり。これらのうちどの方法を（組み合わせて）選択す

るかは市町村ごとに地域の実情に合わせて判断する。  
 概要 

ボックス回収 ・回収ボックス（回収箱）を様々な地点に常設し、排出者が使用済小型電子

機器等を直接投入する方式。 

・モデル事業の例では、回収ボックスの設置場所として以下が挙げられる。 

・公共施設（市役所等）、スーパー、家電販売店、ホームセンター、ショッ

ピングセンター、郵便局、学校、駅、駐輪場 等 

ステーション回収 ・現行の分別収集体制においてステーション（ごみ排出場所）ごとに定期的

に行っている資源物回収に併せて、使用済小型電子機器等に該当する分別

区分を新設（回収コンテナ等を設置）し、使用済小型電子機器等を回収す

る方式。  

・モデル事業の例では、ステーションは有人（指導員等）の場合が多い。 

ピックアップ回収 ・従来の一般廃棄物の分別区分にそって回収し、回収した一般廃棄物から使

用済小型電子機器等を選別する方式。 

・ピックアップ作業はピット投入前のプラットフォームで行うケースやベル

トコンベアにて行うケース等、様々な方法が存在。 

集団回収・ 

市民参加型回収 

・既に資源物の集団回収を行っている市民団体が使用済小型家電を回収する

方式。※集団回収・市民参加型回収については、廃棄物処理法に適合する形で実施する必

要がある。 

イベント回収 ・地域のイベントにおいて回収ボックス等を設置し、参加者が持参した使用

済小型電子機器等を回収する方式。 

清掃工場等への持込み ・清掃工場等へ消費者が使用済小型電子機器等を持参する方式。 



11 

 
（小売店回収）  
小売店による協力の方法と回収の方式は、下表に示す通り。  
 
小売業者による

協力の方法  
回収方式  概要  

①市町村による

使用済小型電子

機器等の回収に

協力する  

小売業者と市町

村が委託契約を

結ばない場合  
ボックス回収  

・市町村の管理責任で店頭に設置し、集まった使用済

小型電子機器等を市町村に引き渡す。  

小売業者と市町

村が委託契約 ※

を結ぶ場合  

ボックス回収  
・小売店の管理責任で店頭に設置し、集まった使用済

小型電子機器等を市町村に引き渡す。  

店頭回収  
・小売業者が店頭において、対面で消費者から使用済

小型電子機器等を引き取る。  

②自ら認定事業

者となる  
 
③認定事業者か

ら使用済小型電

子機器等の回収

の委託を受ける  

店頭回収  
・小売業者が店頭において、対面で消費者から使用済

小型電子機器等を引き取る。  

ボックス回収  

・小売業者が回収ボックスを店頭に設置し、排出者が

使用済小型電子機器等を直接投入する方式。  
・認定事業者から委託を受ける場合、回収ボックスの

管理者は認定事業者又は委託を受けた小売業者。  

帰り便回収  
・小売業者が商品を消費者に配送した際、その帰り便

で消費者から使用済小型電子機器等を回収する方

法。  
     ※廃棄物処理法施行令第４条に規定する一般廃棄物の処理委託基準を満たす必要がある。  
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